
費　　　　　　　　　目

03款 民生費 (単位　　円)

 01項 社会福祉費　　  

  01目 社会福祉総務費

718,213,843円

○避難行動要支援者避難支援推進事業 円

　　民生委員による「避難行動要支援者調査」の結果に基づき作成した

　「避難行動要支援者名簿」等の提供を引き続き実施し、平成29年度は

　市内141のうち137の自治会･町内会に提供した。また、当該名簿への

  掲載に同意した要支援者には、自治会･町内会を通じて、緊急用｢愛の

  笛｣を配布した。

○社会福祉法人指導監督事業 円

　　平成25年度から、県より権限移譲されたことに伴い、社会福祉法人に

　係る指導監督･設立及び定款変更に関する認可事務等を実施した。

・平成29年度指導監査実施法人

○生活困窮者自立支援事業 円

　　平成27年4月の生活困窮者自立支援法の施行に伴い、同法に基づく必

　須事業である自立相談支援事業及び住居確保給付金の支給と、任意事業

　である就労準備支援事業、一時生活支援事業、子どもの学習支援事業等

　を実施した。

○マイナンバー制度導入事業（障がい福祉課） 円

    特定個人情報データ標準レイアウト改版に伴い、障がい福祉システム

　への機能追加を行った。

　　　障がい福祉システム整備業務委託 円

○市単独事業費補助金（福祉総務課） 円

　・市民すこやかふれあいまつり補助金 円

　　さまざまな立場や世代の方が気軽に集う機会を提供し、交流を通して

　　市民相互に思いやる心を育み、連帯の輪を広げて明るい福祉のまちづ

　　くりを推進することを目的に開催する「市民すこやかふれあいまつり」

　　の事業費を支援した。

　・三島市民間社会福祉施設協議会補助金 円

　　三島市民間社会福祉施設協議会が会員の資質向上のために実施する各　

　　種研修会･講演会等に要する経費の一部を支援した。

　・地域福祉推進事業費補助金 円

　　三島市社会福祉協議会が実施する福祉活動事業、ボランティア活動指

　　導調整事業、福祉総合相談事業及び権利擁護事業の推進のために事業

　　費を支援し、活動基盤の強化を図った。

33,509,834

社会福祉法人 敬和会(まりあ保育園)

平成29年11月24日 社会福祉法人 信義福祉会(あかなすの里、ケアハウストマト館)

平成29年12月20日 社会福祉法人 伊豆社会福祉事業会(玉澍園、昭寿園)

4,570,290

4,570,290

平成29年11月1日

421,759,874 11,942,492 284,511,477

3,102,649

194,719

実　施　日 法　　人　　名

平成29年10月17･18日 社会福祉法人 三島市社会福祉協議会

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

43,983,500

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

718,213,843

225,000

42,103,000

1,500,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 身体障害者福祉費 (単位　　円)

37,528,995円

○在宅支援事業 円

　・ガイドヘルパー派遣事業 円

　　外出時に付き添いを必要とする1･2級の視覚障がい者に対し､ガイドヘ

　　ルパーを派遣した。

　　　ガイドヘルパー登録者数　3人      利用者数　4人

　　　派遣回数　 60回　　総派遣時間 165.5時間

　・身体障害者相談事業 円

　　身体障害者相談員12人により、身体障がい者の生活相談等更生援護を

　　行った｡

　　　相談件数　163件　　協力業務　延べ　933件

○障害者手当等給付事業 円

　・重度障害者福祉手当(経過措置)

　　昭和61年3月31日で原則的に廃止されたが、それ以前に受給資格を得

　　ている人で、障害基礎年金を受給できない等の一定の条件を満たす重

　　度の障がい者に対して支給した。

　　　支給総額　612,520円　　　支給者　4人

　　　月額　14,600円→14,580円(平成29年4月改定)

　・特別障害者手当

　　在宅で、著しく重度の障がいを有し、日常生活において常時介護を要

　　する20歳以上の障がい者に対して支給した。

　　　支給総額　26,545,020円　　　支給者　91人

　　　月額　26,830円→26,810円(平成29年4月改定)

　・障害児福祉手当

　　在宅で日常生活において常時介護を要する20歳未満の障がい児に対し

　　て支給した。

　　　支給総額　8,866,820円　　　支給者　61人

　　　月額　14,600円→14,580円(平成29年4月改定)

○市単独事業費補助金 円

　・身体障害者自動車改造費補助金 円

　　障がい者の自立更生支援のため、重度身体障がい者が自ら運転するた

　　めに必要な自動車改造費用の一部を支援した。

　・身体障害者自動車免許取得費補助金 円

　　障がい者の自立更生支援のため、身体障がい者が自ら運転するために

　　必要な自動車運転免許取得に係る費用の一部を支援した。

  03目 知的障害者福祉費 (単位　　円)

10,599,626円

37,528,995 27,299,055 10,229,940

376,000

78,000

100,000

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他
決　算　額

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

533,520

238,320

295,200

36,188,895

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

10,599,626 52,890 9,153,240 1,393,496
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○在宅支援事業 円

　・知的障害者相談事業

　　知的障害者相談員3人により、知的障がい者の生活相談等更生援護を

　　行った｡

　　　相談件数　48件　　

○その他負担金 円

　・心身障害者扶養共済制度事業

　　障がい者の保護者が毎月掛金を納入し、万が一保護者が死亡または重

　　度障がいになった場合、障がい者に毎月20,000円(1口)の年金を支給

　　する制度に従い事務を行った。

　　　加入者  31人  共済掛金　2,078,240円 　

 　 　受給者  28人  共済年金　7,075,000円 

  04目 老人福祉費　　　　　　　　　　　　  (単位　　円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

162,483,070円

○敬老事業 円

　・敬老標語コンクールを実施。市内公立小中学校から6,409点の応募が

　　あり、審査の結果、入賞者に表彰状と記念品を贈った。

　・100歳の長寿者14人に「お祝いのことば」と記念品を贈り、長寿を祝っ

　　た。

○自立者等援助員派遣事業 円

　　社会適応が困難な高齢者に対し、日常生活に関する支援･指導、対人

　関係構築のための支援･指導および関係機関との連絡調整を行うために、

　生活管理指導員派遣事業によりヘルパーの派遣を行った。

○介護予防支援事業 円

　・要支援と認定された人を対象に、介護予防サービス計画書を作成し、

　　介護予防サービス等を利用することで、生活機能の維持･向上を図り、

　　在宅生活が継続できるよう支援した。

　・週5日勤務の介護予防プランナーを1名雇用し事業の安定化を図った。

　　また、事業の一部を居宅介護支援事業者に委託した。

　　　介護予防支援事業委託　　　　　　8,626,350円　

○高齢者くらし相談事業 円

    高齢者くらし相談室(街中ほっとサロン)で、高齢者やその家族等に悩

  みごとや困りごとを気軽に相談できる場所を提供した。

　　　開所日数　308日　来所者　8,936人

○老人福祉推進事業 円

　・再デビュープロジェクト事業

　　高齢者のいきがい創出や地域のきずなづくりのため、団塊の世代をは

　　じめとする高齢者の経験や知識を活用し、「地域」に再デビューする

　　機会を支援した。

　　　子育て応援ボランティア　活動人数　2人(平成30年3月31日時点)

73,800

11,781,714

7,966,273

4,083,959

9,153,240

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

162,483,070 3,006,000 11,781,714 147,695,356

141,511

145,310
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・寿大学事業

　　超高齢社会に入り、老人クラブ活動の役割は大きいことから、老人ク

　　ラブのリーダー育成と生涯学習の一環として、三島市老人クラブ連合

　　会に寿大学事業を委託した。

　　　講座回数　11回　受講者　140人　委託料　600,000円

  ・緊急通報システム事業

　　在宅のひとり暮らし老人等に、緊急通報用の機器を貸与することで不

  　安の解消を図るとともに、自宅での突発事故など緊急時の即応体制を

　　整えた。

　　　新規設置台数　20台  年度末利用台数　127台

　　　一人暮らし老人緊急通報システム整備扶助 円

　　　緊急通報端末機器保守委託 円

　・訪問理美容サービス事業

　　寝たきり等で外出が困難な高齢者のために、理美容師が自宅まで出張

　　サ－ビスを行った。　　

　　　利用件数　51件　委託料　76,500円　

　・老人福祉電話扶助事業

　　電話を保有していない在宅のひとり暮らし老人等に、電話を貸与する

　　ことで、孤独感を和らげるとともに、安否確認等を行ったほか、生活

　　保護世帯に対しては、基本料金を扶助した。

　　　新規設置台数　　　　0台  

　　　廃止台数　　　　　　3台　扶助額 　6,480円

　　　基本料金扶助　実人数6人　扶助額　88,854円

  ・高齢者等はり灸マッサージ治療費扶助事業　               

  　70歳以上の高齢者または要介護度3以上の同居介護者に、1人6枚の治

　　療助成券(1枚につき1,000円の助成)を交付した。

　　　利用件数　1,222件　扶助額　1,222,000円

　・はり･マッサージ無料治療奉仕事業　　　　　            

　　社会福祉会館において市内の鍼灸マッサージ師会･三島、身障福祉会

  　盲人部の奉仕により、65歳以上の方47人が無料治療を受けた。

  ・外国人高齢者福祉手当事業

  　老齢福祉年金等の対象者とならない無年金の外国人高齢者に対し福祉

  　の増進を図るため、昭和6年4月1日以前に出生し、三島市に1年以上外

  　国人登録した永住者に1カ月10,000円を支給した。

　　　支給人員　3人  支給額　360,000円

　・寝具類クリーニング費扶助事業

　　在宅で暮らす75歳以上の高齢者世帯等の衛生面強化のために、寝具類

　　のクリーニング費用の一部を助成した。

　　　利用件数　15件  扶助額　59,940円

○高齢者保健福祉計画等策定事業 円

　　老人福祉法第20条の8第1項の規定による高齢者保健福祉計画並びに介

　護保険法第117条第1項及び第4項の規定による介護保険事業計画を策定

　するため、介護保険サービス見込量の分析、介護保険料の算出、計画書

　の作成等を行った。

    　高齢者保健福祉計画等策定業務委託　2,793,960円

1,152,900

443,880

2,814,360
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○三島市高齢者いきがいセンター管理運営事業 円

　　三島市高齢者いきがいセンターにおいて、高齢者の就業機会を確保す

　るための情報の収集及び提供、高齢者の就業に必要な知識及び技能の講

　習等を行った。

    　指定管理期間　平成26～30年度

　　　研修室等利用回数　449回　　延べ利用者数　1,810人

　　　指定管理委託　2,005,000円(当初全体額　10,025,000円）

○生きがい教室事業 円

　　高齢者に対して、学校の余裕教室を利用して各種サービスや交流の場

　を提供することによって、社会的孤独感の解消･自立生活の助長及び介

　護予防に努めた。

　　　生きがい教室(西小･東小･南小･中郷小･錦田小)

　　　　延べ利用者　22,560人

　　　　委託料　18,330,000円　賃金　1,891,976円

○生活管理指導短期宿泊事業 円

　　同居家族の一時的不在等により日常生活がままならなくなった高齢者

　や、体調不良に陥った高齢者、または緊急措置が必要な高齢者(家族の

　虐待等によりやむを得ず市の措置を必要とする人を含む)を一時的に老

　人福祉施設に入所させ、高齢者及びその家族を支援した。

　　　自立者ショートステイ　2人 　8日　　

○三島市北上高齢者すこやかセンター管理運営事業 円

　　高齢者を対象に、心身の健康保持及び教養の向上を図るための各種

　サービスや交流の場を提供し、社会的孤独感の解消･自立生活の助長及

　び介護予防に努めた。

　　　指定管理期間　平成25～29年度

　　　指定管理委託　9,164,000円(全体額　45,008,000円）

　　　総利用者数　9,090人　　生きがい教室延べ利用者数　8,196人

○高齢者バス等利用助成事業 円

　  高齢者の社会参加と公共交通機関の利用促進を図るため、バス等の乗

　車料金の一部を助成し、高齢者の外出支援を行った。

　  平成29年度から75歳以上を対象にタクシ－の利用範囲の拡大を図った。

  　　申請者数　9,401人   利用件数　185,473件　

　　　扶助額　　18,547,300円

○国・県支出金を伴う運営費補助金

　・老人クラブ補助金 円

　　高齢者の生きがいと健康増進のため、各種文化活動、スポーツ大会を

　  行っている老人クラブに対し、運営費の一部を支援した。　　　　　

　　　単位クラブ　3,770,000円　連合会　737,850円

　　　平成30年3月31日時点　クラブ数　53クラブ

　　　加入率7.0％(会員数2,665人/60歳以上人口38,087人)

○国・県支出金を伴う事業費補助金

　・社会福祉法人利用者負担軽減制度事業費補助金 円

　　介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人で、法人自身の負担によ

　　り、生計困難な低所得者の利用者負担の軽減を行う法人に対し事業費

　　の一部を支援した。

　　　法人数　5法人　軽減者数　46人　　

10,113,459

19,807,680

4,507,850

720,001

2,019,787

20,351,064

33,120
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○市単独運営費補助金

　・シルバー人材センター補助金 円

　　高齢者の生きがい対策の一環として、豊かな経験知識と能力を活用す

　　るなかで「社会参加、健康の増進、収入の確保」を図ることを目的に

　　事業を推進している三島市シルバー人材センターの運営費の一部を支

　　援した。

　　　登録者数　675人　受注件数　3,159件

○市単独事業費補助金

　・地区敬老大会補助金 円

　　75歳以上の高齢者の長寿を祝うため、地区敬老大会を実施した各自治

　　会連合会等に対し、事業費の一部を支援した。

  05目 老人保護費 (単位　　円)

　

70,382,585円

○老人保護事業 円

  　65歳以上で環境上･経済上の理由により、在宅での生活が困難な老人

　に対し、養護老人ホーム等への入所措置を実施した。

　　平成30年3月31日現在、養護老人ホーム5園に30人措置した。

　　　施設入所者等措置費扶助　70,308,875円

    (養護老人ホーム：三島市15人、沼津市5人、浜松市1人、小山町4人、

　　　　　　　　　　 伊豆の国市5人)

  06目 養護老人ホーム費 (単位　　円)

　

100,055,181円

○養護老人ホーム管理運営事業 円

　　入所者が健康で生きがいを持ち､安心して生活が送れるように、適切

　な処遇、健康管理及び設備の充実等各種サービスの提供に努めた。

 　   入所者数 　平成30年3月31日現在　15人(定員50人)

　　年齢別入所者数 (単位　人、歳)

　　給食調理等の業務は、平成27年度から3カ年委託契約(長期継続契約)

　を締結し、実施した。

(単位　　円)

100,055,181 37,844,186 62,210,995

54,136,530

区分 60歳～64歳 65歳～69歳 70歳～74歳 75歳～79歳 80歳～84歳 85 歳 以 上 合計 平均年齢

14,000,000

14,639,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

70,382,585 10,966,712 59,415,873

70,308,875

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

男 0 0 1 4 3 1 9 79.1

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

市立養護老人ホーム佐野
楽寿寮給食調理等業務委託 15,059,520

委託先　㈱魚国総本社　名古屋本部
契約金額　45,178,560円 (3年契約)

女 0 0 3 0 1 2 6 79.3

合計 0 0 4 4 4 3 15 79.2
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  07目 老人福祉センター　　　　　　　　  (単位　　円)

　　　 費

54,019,378円

○老人福祉センター管理運営事業 円

　  60歳以上の高齢者を対象に、各種相談に応じるとともに、健康の増進、

　教養の向上及びレクリエーションの場を提供した。

　　　指定管理期間　平成25～29年度

　　　指定管理委託　39,761,000円 (全体額　198,020,000円)

　　利用状況 (単位　日、人、団体)

  08目 社会福祉会館費 (単位　　円)

18,123,268円

○社会福祉会館施設整備事業 円
(単位　　円)

○社会福祉会館管理運営委託事業 円

　　社会福祉事業の振興と市民の福祉活動の育成･発展を目的とする社会

　福祉会館を効果的に運用するため、地域福祉活動の中心的役割を果たす

　三島市社会福祉協議会に、指定管理者として運営管理を委託した。

　　　指定管理期間　平成26～30年度

　　　指定管理委託　16,924,000円 (当初全体額　84,313,000円)

　  利用状況 (単位　回、人)

 

 

更生保護関係

社協関係

その他の利用

2階団体事務所入口引戸錠設置修繕 18,900
2階団体事務所の入口引戸の錠を新
たに設置する修繕

3階東階段前防火戸修繕 849,312
3階東階段前の防火戸の機能を回復
するための交換修繕

16,924,000

合　計 1,192,212

月 平 均 24 5,911 3,031 2,880 44 709 5,202

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

54,019,378 54,019,378

54,012,378

利用期間 利用日数 総 利 用 者 数 男 女 団体利用数
団 体
利 用 者 数

個 人
利 用 者 数

年 間 291 70,927 36,373 34,554 530 8,510 62,417

児童関係 14 5 707 68 合　計 1,168 210 18,846 5,415

一 日 平 均 244 125 119 2 29 215

関係別
回数 人員

関係別
回数 人員

昼 夜 昼

民生委員関係 89 5 1,184 43 54 6 1,320 50

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

18,123,268 18,123,268

1,192,212

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

1階給湯室給湯設備修繕 324,000
1階給湯室の給湯設備を交換する修
繕

夜 昼 夜 昼 夜

身障者関係 354 82 5,009 1,212 257 16 2,815 103

老人関係 160 17 3,254 425 240 79 4,557 3,514
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  09目 障害福祉サービス (単位　　円)

　　　 事業費

79,613,517円

○日中一時支援等事業 円

　　日中において監護する者がいない障がい者に対し活動の場を確保し、

　障がい者の家族の就労支援及び一時的な休息を図った。通常定員は10人

　だが、用途を考慮し緊急でも12人まで受入が可能となるよう支援員を配

　置し対応した。

　　　利用者数　4月～3月　延べ1,809人(1日平均7.93人)

○佐野あゆみの里管理運営事業 円

　　障害者総合支援法に基づく多機能型事業所(生活介護事業及び就労移

　行支援事業)として運営した。　

　　「生活介護」では、障がい者が自立した日常生活や社会生活を営むこ

　とができるように、適切かつ効果的な支援計画を立て、基本的生活習慣

　の獲得の支援や介護及び生産活動を提供し、段階的に支援した。

　　「就労移行支援」では、就労に必要な知識･技能の向上のための支援

　が、効果的に行えるように、関連企業や福祉事業所との関係向上に努め

　ていたが、利用希望者の減少により平成27年5月から休止しており、平

　成29年度も利用希望者が無かったため休止し、市内や近隣市町に就労系

　事業所が多くなったことも鑑み、平成30年3月31日をもって廃止した。

  　  利用者数　生活介護事業   30人(定員30人) 平成30年3月現在

                就労移行支援事業 　0人(定員 6人)　

〇事業所等災害ネットワーク事業 円

　　障がい者支援センターの事業として、三島市の防災計画とも連動しな

　がら、災害時の障がい児者とその家族に対する支援の枠組みについて検

　討した。現段階では、佐野あゆみの里を災害時の情報拠点として、日頃

　通い慣れた事業所や、当事者団体と連携を広げながら、災害時の情報共

　有を行う枠組み作りを進めている。平成29年度は、「安否確認システム」

　を導入し、市内の事業所や当事者関係団体に対して、災害ネットワーク

　事業の取り組みの説明と、「安否確認システム」への登録を依頼した。

　また、登録した事業所を対象に「安否確認システム」を使った訓練を実

　施した。

　　　登録関係団体数　12団体　（平成30年3月31日現在）

  10目 援護費 (単位　　円)

981,177円

○援護事業 円

　　戦没者追悼式会場設営業務委託

　　旅費欠者　

　　緊急援護扶助

　　引受人のない死亡者の検案･火葬

65件

3件

1件

206,280

22,620円

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

79,613,517 56,260,183 23,353,334

101,387円

9,063,055

34,953,457

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

981,177 981,177

412,417

208,440円

57,520円
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  11目 障害者施策推進事 (単位　　円)

　　　 業費

2,117,715,035円

○障害者施策推進事業 円

  ・心身障がい者レクリエーション事業 　 円

　　すべての人に、障がい者スポーツに対する理解と関心を深めてもらう

　　ため、障がい者スポーツ･レクリエーションの体験会を実施した。

　　　参加者　150人

  ・障がい児(者)歯科診療事業 円

　　障がい者歯科相談医による、専門技術を必要とする障がい児(者)の歯

　　科治療体制を支援した。

　　　受診者　162人

　・ふれあい教室事業 円

　　障がい者にふれあいの場を提供し、各種教室で様々な指導を行い、障

　　がい者の能力向上と、参加者同士の交流を図った。

　　　おしゃべり会4回　延べ27人参加　ふれあい教室6回　延べ46人参加

　・障がい者雇用相談員事業 円

　　障がい者の雇用に関する相談･助言･指導を行うとともに、企業及び事

　　業所へ訪問し、障がい者雇用の協力と連絡調整を行った。

　　　雇用相談員数　1人　　件数　70件

　・難病患者介護家族リフレッシュ事業 円

　　在宅の難病患者に対し、滞在型の訪問看護を実施するための費用の一

　　部を支援することにより、当該患者の介護に従事している家族の介護

　　負担の軽減を図った。

　・障がい者就労支援事業 円

    三島市障がい者就労支援きょうどう隊の就業拡大を図るための周知啓

　　発･業務請負の支援を行い、就労による経済的自立と社会参加を支援

　　した。

○障害者認定調査審査会等事業 円

　　国指定の特定疾患患者を含む障がい者を対象に、福祉サービス利用に

　必要な障害支援区分認定のための調査及び審査会による判定を行った。

　　　障害支援区分判定審査会　委員　5人　開催回数　12回

　　　審査件数　183件　 (単位　　円)

○地域生活支援事業 円

　・手話通訳者設置事業 円

　　障がい福祉課内に手話通訳者を設置し、聴覚障がい者、音声･言語機

　　能障がい者及びその家族、市民への支援や情報の提供のほか、関係機

　　関との連絡調整などを行った。　　

　・障がい者スポーツ大会事業 円

　　障がい者のスポーツ振興を図り、自立と社会参加の促進に寄与した。

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

障害福祉サービスシステ
ム改修業務委託

7,800,000
障害者総合支援法の改正により、新た
な障害福祉サービスの提供が開始され
ることに伴うシステムの改修整備

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

2,117,715,035 1,444,700,344 673,014,691

12,775,286

330,000

1,450,000

250,000

450,000

109,152

1,900,000

16,779,456

77,183,608

3,038,488

273,744
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・手話通訳者派遣事業 円

　　聴覚障がい者、音声･言語機能障がい者の意思疎通の手段として手話

　　通訳者を派遣した。

　　　派遣回数　162回　総派遣時間　392時間

　・要約筆記者派遣事業 円

　　聴覚障がい者、音声･言語機能障がい者の意思疎通の手段として要約

　　筆記者を派遣した。

　　　派遣回数　86回　総派遣時間　463時間

　・障がい者理解啓発促進事業 円

　　平成26年度から継続して、地域生活支援事業のうち理解促進啓発事業

　　として、障がい者施策推進アドバイザーを設置し、夏休み体験講座等

　　を開催することで、地域への働きかけを強化した。

　・入浴サービス事業 円

　　在宅の重度身体障がい児(者)に対し、入浴車や簡易移動浴槽による入

　　浴サービスを行った｡

　　　利用者数　6人　総利用回数　130回

　・要約筆記奉仕員養成事業 円

　　聴覚障がい者のコミュニケーション手段の一つである要約筆記を周知

　　するための講座を開催した。

　　　実施回数　2回　　参加人数　28人　

　・食事サービス事業 円

　　在宅の単身又はこれに準ずる身体障がい者に対し、昼食を配達するこ

　　とにより、障がい者の食生活の改善と安否の確認を行った。

　　　利用者数　3人　総配食数　477食

　・自立支援協議会事業 円

　　障がい者が住み慣れた地域で、安心して生活できる社会の実現を目指

　　し、包括的な個別支援を地域で行うために、必要な関係者が連携して

　　支援を図ることを目的とし、事務の委託を行った。

　・重度心身障害児(者)日常生活用具給付状況 (単位　件､円)

　・移動支援事業費扶助 円

　・日中一時支援事業費扶助 円

　・入院時コミュニケーション支援事業費扶助 円

介護･訓練
支援用具 3 115,380 6 623,800 9 739,180

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

自立生活
支援用具 5 165,708 11 479,100 16 644,808

在宅療養等
支援用具 1 86,168 12 489,500 13 575,668

1,264,078

1,037,472

657,500

1,690,000

260,000

139,761

2,039,364

区　分
障がい児 障がい者 合　　　　計

情報･
意思疎通
支援用具

2 86,496 27 860,552 29 947,048

排泄管理
支援用具 291 2,833,389 1,767 16,680,116 2,058 19,513,505

住宅改修費 1 467,310 5 1,455,234 6 1,922,544

合計 303 3,754,451 1,828 20,588,302 2,131 24,342,753

29,718,275

11,353,850

3,600
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○自立支援給付等事業 円

　・介護給付費

　　障がい者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、

　　障害者総合支援法に規定する自立支援給付として、次のとおり福祉

　　サービスの提供を行った。　　
(単位　円、人)

　・補装具交付･修理の状況 (単位　件､円)

障

が

い

児

障

が

い

者

1,886,710,098

区　　分
平成29年3月～
平成30年2月実績

延べ利用者数

居宅介護　            95,188,097 1,505

重度訪問介護　   　 92,669,387 122

同行援護 6,768,347 177

行動援護　　　   　　 15,646,938 146

療養介護 24,714,300 97

生活介護　           503,685,727 2,849

短期入所            17,135,329 310

施設入所支援        149,982,180 1,175

自立訓練(機能訓練)  0 0

自立訓練(生活訓練)  8,719,009 60

就労移行支援　       57,084,809 317

就労継続支援A型   　 129,973,388 973

就労継続支援B型　   296,343,844 2,334

共同生活援助        57,480,624 597

高額障害福祉サービス費 168,830 18

特定障害者特別給付費 19,386,172 1,647

地域相談支援 283,776 12

計画相談支援 20,218,802 1,331

合　　計 1,495,449,559 13,670

区　分
交　　　　　付 修　　　　　理 合　　　　計

件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額

義肢 0 0 0 0 0 0

装具 5 496,312 0 0 5 496,312

補聴器 1 167,890 0 0 1 167,890

車いす 11 2,777,308 0 0 11 2,777,308

電動車
いす 0 0 1 215,886 1 215,886

座位保
持装置 8 2,588,934 3 182,282 11 2,771,216

その他 2 221,371 0 0 2 221,371

小計 27 6,251,815 4 398,168 31 6,649,983

義肢 2 800,833 10 1,148,326 12 1,949,159

装具 35 2,609,590 3 123,191 38 2,732,781

補聴器 26 1,792,193 9 146,750 35 1,938,943

車いす 12 3,020,336 26 1,465,168 38 4,485,504

電動車
いす 2 1,873,980 14 1,057,220 16 2,931,200

座位保
持装置 2 1,046,112 0 0 2 1,046,112

その他 23 1,341,220 1 19,440 24 1,360,660

小計 102 12,484,264 63 3,960,095 165 16,444,359

合計 129 18,736,079 67 4,358,263 196 23,094,342
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・更生医療給付費　 円

　　支給認定者数　96人 　レセプト件数　1,422件

  ・障害児通所給付費

　　障がい児に対し、個々の特性に応じた支援が提供されるよう、児童福

　　祉法に規定する福祉サービスの提供を行った。

(単位　円、人)

障害児相談支援

その他

　・療養介護医療費扶助 円

　・育成医療給付費 円

　　支給認定者数　32人　 レセプト件数　137件

○相談支援事業 円

　・相談支援基礎的事業 円

　　障がい児(者)が地域で自立した日常生活や社会生活を営むことができ

　　るように、障がい児(者)や保護者からの相談に応じた。

　　　相談支援事業所　7事業所(身体2、精神1、知的2、児童1、重心1)

　・相談支援機能強化事業 円

　　専門職員を配置し、基礎的事業とともに障がい児(者)の社会参加の促

　　進や困難ケースへの対応を行った。

　　　相談支援事業所　3事業所(知的2、精神1)　　　

○障がい者虐待防止対策事業 円

　　障がい者虐待の防止や早期発見を目的に、三島市障がい者虐待防止相

　談窓口を設置し、障がい福祉課職員による24時間対応の支援体制をとる

　とともに、迅速な保護が必要な障がい者虐待案件について緊急的に一時

　保護できる居室を確保し、被虐待者の人権保護及び福祉の向上を図った。

○障害者計画等推進事業 円

　　障害者基本法に基づき、平成30年度から平成35年度までを計画期間と

　する第4期三島市障害者計画を策定した。また障害者総合支援法及び児

　童福祉法に基づき、平成30年度から平成32年度までを計画期間とする第

　5期三島市障害福祉計画･第1期三島市障害児福祉計画を策定した。

○各種団体への負担金

　・三島市･函南町手話奉仕員養成講座実行委員会負担金

円

　　聴覚障がい者にとって手話は欠かせないものであるため、市民を対象

　　に手話通訳の技術(入門･基礎)を学んでもらうことを目的とした講座

　　を実施する実行委員会に負担金を支出した。

　　　実施回数　入門課程　昼の部　16人　夜の部　 12人　各21回

　　　　　　　　基礎課程　9人　25回

73,266,608

区　　分
平成29年3月～
平成30年2月実績

延べ利用者数

児童発達支援 55,595,643 790

放課後等デイサービス 191,303,306 2,239

保育所等訪問支援 107,532 11

高額障害児通所給付費 161,577 12

5,571,282 345

3,181,410 24

合　　計 255,920,750 3,421

7,179,027

4,451,556

40,407,635

18,060,000

15,000,000

712,126

3,019,400

580,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○国・県支出金を伴う事業費補助金

　・障害者自発的活動支援事業費補助金 円

　　障がい者当事者の視点による街づくりや権利擁護の推進等、障がい者

　　やその家族、地域住民が自発的に行う活動に対して事業費の一部を支

　　援した。

　　　補助対象団体　1件

○市単独事業費補助金

　・共同生活援助家賃補助金 円

　　地域生活への移行を促すため、グループホームに入所している非課税

　　世帯に属する人の家賃の一部を支援した。　　

　　　給付者数　11人　 　

  12目 精神障害者福祉費 (単位　　円)

184,200円

○在宅支援事業 円

　・精神障害者相談事業

　　在宅の精神障がい者に対し、日常生活や社会復帰に関する相談、在宅

　　福祉サービスの利用援助などの支援を行い、地域における生活の支援

　　や社会参加の促進を図った。

　　　相談員 2人　相談件数 39件

  13目 総合福祉手当費 (単位　　円)

293,041,577円

○総合福祉手当等の支給 (単位　円、人)

　

 

　　敬老祝金は、平成29年度より①9月15日時点で満77歳または満88歳の

　人、または②満100歳を迎えた人で、いずれも本市に1年以上引き続き

　居住し、現住している人を対象に支給することに変更した。

　

1人あたりの支給単価

49,200

敬老祝金 17,420,000

2 遡及分 5,000

500,000

660,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

184,200 9,123 175,077

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

293,041,577 88,679,475 204,362,102

区　　　　分 支 給 総 額 支給者数

2,980,000 149 1人 20,000

母子世帯等医療費扶助 19,662,358 1,112

母子世帯等児童育成手当 1,604,000 延べ802 1人1カ月 2,000

1,671 77歳･88歳 10,000

14 100歳 50,000

交通遺児等扶養手当 240,000 8 1人 30,000

母子世帯等小学校入学祝金 1,180,000 59 1人 20,000

在宅寝たきり老人等介護者手当 18,700,000 延べ374 1人6カ月 50,000

区　　　　分 支 給 総 額 支給者数 支 給 単 価

母子世帯等中学校卒業者就職祝金 40,000 2 1人 20,000

母子世帯等高校進学祝金
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　円、人)

　

重度心身障害児者医療費扶助

  14目 養護老人ホーム (単位　　円)

       整備基金積立金

28,287円

○積立金の状況 (単位　　円)

  15目 福祉基金積立金 (単位　　円)

4,015,525円

○積立金の状況 (単位　　円)

  18目 経済対策臨時福祉 (単位　　円)

　　　 給付金給付費

237,928,625円

○平成28年度繰越明許費

　・経済対策臨時福祉給付金給付事業に伴う人件費(一般職)

円

　・経済対策臨時福祉給付金給付事業 円

　　　平成26年4月からの消費税率の引き上げに際し、低所得者への負担

　　軽減を図るため、暫定的･臨時的な措置として、臨時福祉給付金(経済

　　対策分)の給付を行った。

　　　支給者数　14,940人　支給総額　224,100,000円

 02項 児童福祉費 (単位　　円)

  01目 児童福祉総務費

2,698,468,413円

区　　　　分 支 給 総 額 支給者数 支 給 単 価

1件(限度額) 15,000精神障害者医療費扶助

身体障害者結婚祝金

重度重複障害者介護者手当 5,950,000 延べ119 1人6カ月 50,000

重度心身障害者援護金 38,865,000 3,049

1人（身体1～2級、療育
A判定、精神保健1級) 15,000

1人（身体3～4級、療育
B判定の一部、精神保健2
級)

10,000

9,137,880 月平均37
(年間614件)

30,000 1 1人 30,000

重度心身障害児福祉手当 11,968,000 延べ2,992 1人1カ月 4,000

158,304,339 1,970

難病患者見舞金 6,960,000 464 1人 15,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

28,287 28,287

平 成 28 年 度 末
基 金 現 在 高

平 成 29 年 度
寄附による積立額

平 成 29 年 度 運 用
利子による積立額

平 成 29 年 度
取 崩 額

平 成 29 年 度 末
基 金 現 在 高

56,731,580 28,287 56,759,867

そ の 他

4,015,525 4,015,525

4,013,855 1,670 7,365,666

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

平 成 28 年 度 末
基 金 現 在 高

平 成 29 年 度
寄附による積立額

平 成 29 年 度 運 用
利子による積立額

平 成 29 年 度
取 崩 額

平 成 29 年 度 末
基 金 現 在 高

3,350,141

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

237,928,625 237,928,625

2,698,468,413 1,831,853,980 59,100,000 4,093,527 803,420,906

235,224,521

2,704,104
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○障害児支援事業 円

　・心身障害児者ライフサポート事業 円

　　療育手帳の交付対象とならない発達障がい児(者)に対しサービス提供

　　を行い、自立と社会参加の促進を図った。また、療育手帳所持者に対

　　して、障害者総合支援法におけるサービスを補完するものとして実施

　　した。　　

　　　ヘルパー派遣 　　          23,400 円

　　　　実利用者数　 3人　　　　総派遣時間　　   13時間

　　　デイサービス              139,200 円

　　　　実利用者数　 4人　　　　総利用時間    186.5時間

　　　ショートステイ 　    　   821,450 円

　　　　実利用者数　16人　　  　総利用時間  1,401.5時間

　・軽度・中等度難聴児補聴器購入費扶助事業 円

　　　支給者　2人

　・スポレク教室事業 円

　　発達に支援の必要な幼児や児童に対して、小さな集団の安心できる環

　　境の中で、子どもたちの持っている力を生かす運動や遊びを楽しむと

　　ともに、社会性やコミュニケーション能力を育むことを目的として、

　　みしまスポレクの会に委託し実施した。

○子育て支援センター事業 円

　　子育て支援のための拠点として、三島市本町タワービル4階の公益ス

　ペースで、地域子育て支援センター、短時間保育の事業を実施した。

　・三島市本町子育て支援センター事業

　・子育て支援出前講座

　　子育てグループの育成支援を図るため、10人以上の子育てグループか

　　らの要請により、希望の会場へ講師の派遣を行った。

　　　講座開催件数 3件

　　講座内容及び参加者 (単位　人)

○ファミリー・サポート・センター事業 円

　・会員数851人(内訳：依頼会員586人、提供会員191人、両方会員74人)

(単位　件)

 

26

34

体験講座

歌･音楽

防災講座･廃材あそび

音楽コンサート

60 107 167合　計

育児
相談
(人)

稼動
日数
(日)大人 子ども 合計(うち市外利用) 人数(人) 時間(H) 料金(円)

1,443,323

984,050

29,023

23,445,846

交流ひろば (人) 短時間保育

400,000

13,678 13,928 27,606(4,443) 1,207 3,030 1,789,800 981 304

11

4,345,052

主な援助活動内容 件数

保育所･幼稚園の送迎 2,292

保育所･幼稚園の登園前、帰宅後の預かり 549

放課後児童クラブ終了後の子どもの預かり

合計

57

110

子ども

31

76

大人区分 内容

放課後児童クラブの迎え 692

学校放課後の預かり 133

習い事等の援助 2,168

その他(外出のため、学校等休業時の援助) 1,000

合　　計 6,845
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○子ども・子育て支援推進事業 円

　　「三島市子ども･子育て支援事業計画」に基づき、子どもの育ちと子

　育て家庭を支える地域社会を構築するため、みしまめ育児サポーター

　派遣事業やようこそ三島で子育て応援サロン、ママとプレママの地域

　デビュー事業、子育て支援フェア等の事業を実施した。

○児童手当支給事業 円

　　児童手当法の一部を改正する法律に基づき、児童手当を支給した。

　児童手当支給月額 (単位　円)

　所得制限限度額 (単位　人、万円)

　児童手当支給状況 (単位　人、円)

受給者数は7,881人(平成30年3月末現在)

○児童扶養手当支給事業 円

　　18歳に達した最初の3月31日までの児童(障害年金2級程度の障がい児

　は20歳まで)を養育している母子等の世帯に手当を支給した。

(単位　人)

○マイナンバー制度導入事業（子育て支援課） 円

　　マイナンバー制度の導入に伴い、マイナンバー利用事務への対応及び

　他の地方公共団体等との情報連携のために必要なシステム改修(国の中

　間サーバーとの連携･総合運用テスト等)を行った。

　　　児童福祉システム整備業務委託 円

(C) (A)+(B)-(C)

合     計 161,934 1,707,615,000

343,141,490

区 分

児 童 扶 養 手 当 704 129 139 694

支給額

5 812

4,394,630

(第1,2子) 10,000

(第3子以降) 15,000

中学生 10,000

1,707,615,000

3歳未満 15,000

3歳から小学校卒業まで

特例給付  一律 5,000

0から3歳未満(被用者) 20,669 310,035,000

扶養親族等の数 所得額

0 622

1 660

2 698

3 736

4 774

区　　分 延べ児童数

0から3歳未満(非被用者) 3,860 57,900,000

3歳以上小学校修了前第1･2子 79,802 798,020,000

3歳以上小学校修了前第3子以降 10,451 156,765,000

中学生 29,827 298,270,000

特例給付 17,325 86,625,000

継続受給権者数 新規認定者数 資 格 喪 失 者 受 給 権 者 数

(A) (B)

4,343,760

4,343,760
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○マイナンバー制度導入事業（障がい福祉課） 円

    特定個人情報データ標準レイアウト改版に伴い、特別児童扶養手当

　システムへの機能追加を行った。

　　　特別児童扶養手当システム整備業務委託 円

○子育てコンシェルジュ設置事業 円

　　市役所、子育て支援センターや健診時において、就学前の児童の預け

　先等に関する保護者からの相談に応じ、認可保育所、幼稚園や一時預か

　り事業などの情報を提供した。

   延べ相談件数　605件

○国・県支出金を伴う事業費補助金 円

　・自立支援教育訓練給付金事業費補助金 円

　　母子家庭の母親に対し経済的な自立に効果的な教育訓練講座を受講す

　　るための費用の一部を支援した。

　　　支給対象者　2人

　・児童福祉施設整備費補助金 円

　　幼保連携型認定こども園の整備を行う法人に対し、その整備に要する

　　経費の一部を支援した。

　　　実施園　　幼保連携型認定こども園のびる幼稚園

　　　支援額　　333,260,000円

　　　(国　122,894,000円、県　131,346,000円、市79,020,000円)

　・高等職業訓練促進給付金事業費補助金 円

　　母子家庭の母親に対し経済的な自立に効果的な資格(美容師)を取得す

　　るための費用の一部を支援した。

　　　支給対象者　1人

　・ひとり親家庭子育てサポート事業利用料助成金 円

　　ファミリー･サポート･センターの援助活動を利用した母子家庭の依頼

　　会員に対し、経済的負担の軽減を図るため、利用料の助成を行った。

　　　助成対象者　4人

　・街中で子育て応援事業費補助金 円

　　安心して子育てができる温かい社会を醸成するため、授乳やおむつ

　　替えスペースを設置する事業者に対し、事業費の一部を支援した。

　　　交付件数　　5件

○市単独事業費補助金 円

　・民間児童館活動事業費補助金 円

　　　主な活動内容

　　　　恵明コスモス児童センター　　　　　

　　　　　開館日数　293日　　体験活動実施　12回

　　　　恵明コスモス放課後児童クラブ

　　　　　開館日数　245日　　登録児童数　　78人

　・子どもは地域の宝事業費補助金 円

　　子どもは地域の宝事業を実施する自治会等に対し、事業費の一部を支

　　援した。　　

　　　実施自治会･町内会　　117件

106,268

12,920,000

75,100

333,260,000

600,000

667,000

22,610,856

9,108,856

104,004

2,549,968

334,708,368

104,004
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・子育て支援団体等活動費補助金 円

　　子育てを地域全体で支える地域力、市民力が高まるよう、地域の子育

　　て支援活動を実施している子育て支援団体等に対し、事業費の一部を

　　支援した。　　

　　　交付件数　　3件

　・民間児童福祉施設事業費補助金 円

　　民間の児童福祉施設の事業に対し、経費の一部を支援した。

　　　恵明学園児童部･乳児院

  02目 児童保育費 (単位　　円)

2,044,260,641円

○多子世帯の保育園保育料軽減

　　平成28年度より、生計を一にする兄弟がいる場合の保育園保育料につ

　いて、最年長の子どもから順に第2子半額、第3子を無料とし、引き続き

　子育て世帯の負担軽減を図った。

○児童保育事業 円

　入所児童数 平成30年3月1日現在

 

 

 

 

 

○特別保育委託事業 円

　・地域子育て支援センター事業 円

　　地域全体で子育てを支援する基盤を整備するため、活動の中心となる

　　保育所を指定し、事業を委託した。

　　　実施施設　恵明保育園、北上保育園、中郷西保育園、加茂保育園、

　　　　　　　　恵明コスモス保育園、芙蓉台保育園、中郷南保育園、

　　　　　　　　三島ようらん保育園、恵明キッズサクラビレッジ、

　　　　　　　　まりあ保育園、宮さんの杜

　　　延べ利用者数　31,433人

　・病児保育事業 円

　　保育所に通所中の児童等が病気又は病気の回復期で、集団保育が困難

　　であり、かつ保護者が勤務等の都合により家庭での保育が困難な児童

　　を一時的に預かり、保育を行える施設を指定し、事業を委託した。

　　　実施施設　恵明保育園、まりあ保育園、   

　　　　　　　　光ヶ丘小児科(ペンギン保育室)

　　　延べ利用児童数　1,592人

小規模保育事業(3園) 57 51

市内

市 立 保 育 園 (6 園 ) 525 556 16 109.0

若 葉 保 育 園 45 40 2 93.3

私立 保育 園 (12 園 ) 1,205 1,247 60 108.5

認定こども園(1園)

市外 委託契約保育園(34園) 94

合     計 2,053

150,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

2,044,260,641 938,521,219 0 294,320,928 811,418,494

1,770,400,534

区　　　　　分
定員
(人)

入所児童数(人) 入所率
(％)市内 受託

5 116.7

30,815,000

5 98.2

小    計 1,892 1,959 88 108.2

89,764,310

56,817,000

60 65

432,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・病児保育支払事務 円

　　函南平出クリニックで実施している病児保育事業を利用する三島市の

　　児童の受け入れに伴い、事務等を函南町に委託した。

　　　実施施設　 函南平出クリニック(函南ペンギン保育室)   

　　　延べ利用児童数　510人

○国・県支出金を伴う事業費補助金 円

　・乳幼児保育事業費補助金 円

　　0･1･2歳児の保育を行う保育所に対し、乳幼児の適切な保育を確保す

　　るため、事業費の一部を支援した。

　　　実施施設　私立保育園12園、認可外保育施設1園、

　　　　　　　　認定こども園1園、広域入所分14園

　・延長保育事業費補助金 円

　　保育時間の延長に対する需要に対応するため、通常の開設時間を超え

　　て保育を実施する保育所に、事業費の一部を支援した｡

　　　実施施設　北上保育園、加茂保育園、梅の実保育園、恵明保育園、

　　　　　　　　恵明コスモス保育園、三島ようらん保育園、

　　　　　　　　芙蓉台保育園、恵明キッズサクラビレッジ、

　　　　　　　　中郷西保育園、すいみー保育園、まりあ保育園、

　　　　　　　　フラワー保育園、にじいろキッズ保育園

　　　利用児童数　472人

　・一時預かり事業費補助金 円

　　女性の就労形態の多様化に伴う一時的保育や、保護者の傷病等による

　　緊急時の保育に対応するための一時的保育を実施する保育所等に、事

　　業費の一部を支援した。

　　　実施施設　芙蓉台保育園、加茂保育園、恵明コスモス保育園、

　　　　　　　　恵明キッズサクラビレッジ、のびる幼稚園、

　　　　　　　　神山認定こども園(広域入所分)

　　　延べ利用児童数 8,152人

　・休日保育事業費補助金 円

　　保育所に入所している児童で、休日等においても保育が必要な児童の

　　保育を行う認可外保育施設に、事業費の一部を支援した。

　　　実施施設　ドルフィンキッズクラブ

　　　延べ利用児童数   220人

  ・緊急リフレッシュ保育事業費補助金 円

　　保護者が傷病等社会的又は私的理由により、緊急的または一時的に保

　　育に欠ける就学前の児童の保育を実施している認可外保育施設に、事

　　業費の一部を支援した。

　　　実施施設　ドルフィンキッズクラブ

　　　延べ利用児童数  455人

　・年度途中入所サポート事業費補助金 円

　　0歳児または1･2歳児保育のための保育士を年度当初から配置する保育

　　所に、事業費の一部を支援した。

　　　実施施設　白道保育園、梅の実保育園、三島ようらん保育園、

　　　　　　　　芙蓉台保育園、加茂保育園、北上保育園、

　　　　　　　　恵明保育園、恵明コスモス保育園、まりあ保育園

　　　　　　　　恵明キッズサクラビレッジ、ピーターパン幼稚園

6,213,000

7,158,900

681,000

108,000

7,810,000

2,132,310

99,725,322

75,238,700
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・ひとり親家庭子育てサポート事業費補助金 円

　　ひとり親家庭子育てサポート事業を行う市内認可保育所に、事業費の

　　一部を支援した。

　　　実施施設　梅の実保育園、中郷西保育園、まりあ保育園

　・実費徴収に係る補足給付事業費補助金 円

　　低所得で生計が困難な世帯を対象に、実費徴収額の一部を支援した。

　　　実施世帯　市内生活保護費受給世帯　7世帯

　・保育体制強化事業費補助金 円

　　保育士の負担を軽減し、保育体制の強化を図るため、保育支援者を雇

　　い職場環境を整備する民間保育所に対し経費の一部を支援した。

　　　実施施設　加茂保育園、恵明保育園、まりあ保育園

○市単独事業費補助金 円

　・障害児保育事業費補助金 円

　　子育て家庭を支援するため、障害児保育事業を実施する保育所に、事

　　業費の一部を支援した｡

　　　実施施設　三島ようらん保育園、北上保育園、まりあ保育園

　・民間保育所保育充実補助金 円

　　民間保育園の運営の充実を図り、職員の処遇改善のための事業費の一

　　部を支援した。

　　　対象　私立保育園全12園、認定こども園1園

　・乳児保育促進事業費補助金 円

　　0歳児の受け入れを円滑に行うため、国の配置基準を上回り、年度当

　　初から乳児保育のための保育士を配置する保育所に、事業費の一部を

　　支援した｡

　　　実施施設　白道保育園

  03目 市立保育所費 (単位　　円)

665,703,859円

○各保育園施設等整備事業 円

　　児童が保育園に通いやすい環境を整えるため、施設の修繕や備品の購

　入を行った。

○市立保育園一時預かり保育事業 円

    緊急的または一時的に保育が必要な児童を預かる事業を実施した。

○市立保育園管理運営事業 円

　・市立保育園入所児童数　　　　(平成30年3月1日現在)

光 ヶ 丘 保 育 園 90 90 100.0%

合　　　計 525

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

14,500

71,222

2,430,000

84,370,475

1,888,680

81,599,795

882,000

6,491,411

　　　実施施設　市立保育園6園　　利用者数　525人

665,703,859 3,427,250 129,472,137 532,804,472

6,621,567

296,855,665

緑町佐野保育園 60 66 110.0%

錦 田 保 育 園 120 142 118.3%

区分

90 101

定員(人) 入所者数(人) 入所率

加茂川町保育園 120 120 100.0%

112.2%

伊豆佐野保育園 45 53 117.8%

青 木 保 育 園

572 109.0%
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・地域の子育て事業(園庭開放等利用者延べ人数)

　・土曜保育事業

　・延長保育事業

　・給食における放射性物質検査 円

　　三島市内認可保育所18園及び認定こども園1園で提供している給食の

　　放射性物質検査を実施し、安全を確認した。

　　　測定物質　　セシウム134･137(年間3回、延べ検体数19検体)　

  04目 家庭児童相談室費 (単位　　円)

7,921,449円

○家庭児童相談室事業

　　児童に関する様々な相談に対応するため、家庭児童相談員を2人配置　

　したほか、子育ての悩みに関する相談や児童虐待発見時の相談窓口を市

　民に周知するため、啓発品をリーフレット等と併せて市民に配布した。

　　家庭児童相談員報酬(2人)　 円

　相談件数   2,141件 (単位　　件)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                

　　

4,147,200

153 119

錦 田 保 育 園 1,325 1,044

青 木 保 育 園 111 83

光 ヶ 丘 保 育 園 74 139

合　　　計 951

7;15～18:15

延長保育時間

18:15～19:00

155

緑町佐野保育園 465

錦 田 保 育 園 519

青 木 保 育 園 494

光 ヶ 丘 保 育 園

23 20 446 11 1,048 395

287,280

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

7,921,449 1,201,610 6,719,839

性 格 ・
生活習慣等

知能・言語 学校生活等 非 行 家 庭 関 係 環 境 福 祉 心 身 障 害 そ の 他

57 141

実施保育園

加茂川町保育園

緑町佐野保育園

錦 田 保 育 園

青 木 保 育 園

延べ利用者数(人)

337

146

230

238

基本保育時間

352

合　　　計 2,842

409

伊豆佐野保育園 74 2

緑町佐野保育園

合　　　計 2,361 1,796

7:30～17:00

伊豆佐野保育園

実施保育園 延べ利用者数(人) 開園時間

加茂川町保育園 857

実施保育園
延べ利用者数(人)

H29実績 H28実績

加茂川町保育園 624
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○ドメスティック・バイオレンス相談事業 円

　　関係機関との連携のもと、DV被害者を保護し支援するため、相談及び

　助言を行った。

  　  相談件数　　　589件

 　   婦人相談員報酬(1人)　　　 円

  05目 児童センター費 (単位　　円)

12,060,562円

○児童センター事業 円

　  児童に対し健全な遊びを与え、健康の増進や情操を豊かにするため、

　リトミック、書きかた、料理などの各種講座を開催したほか、親子で参

　加する「すくすく広場事業」等を関係施設で実施した。

　・すくすく広場事業

　　児童センターで毎月2～3回開催(8月を除く)

　　　全28回、参加者505組 987人(H28実績 全28回、参加者537組 1,063人)

　　各公民館(中郷･北上･錦田)で毎月1回開催(8月を除く)

　　　全32回、参加者218組 427人(H28実績 全32回、参加者235組 467人)

○児童育成団体

　  三島市子ども会連合会及び三島市地域活動連絡協議会の活動に対し、

　自主性を尊重しながら連絡調整や指導助言を行った。

(単位　人)

  06目 放課後児童クラブ (単位　　円)

　  　 費

152,983,265円

○放課後児童クラブ整備事業 円

48

2,273,641

1,872,000

決　算　額
特　　定　　財　　源

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

12,060,562

6,840,488

H30.3.31現在

団体名(代表者氏名) 対象 構成団体数 人数(H29) 人数(H28)

三島市子ども会連合会(篠原 誠)
※人数の (  )内は小学生数

小中学生
及び指導者

51
単位子ども会

3,623
(2,402)

4,188
(2,644)

三島市地域活動連絡協議会(山本 浩美) 各クラブ会員 3クラブ 38

51,496,800

事　　業　　名 事業費(円) 事　業　内　容

徳倉第二放課後児童クラブ建設工事 38,869,200

放課後児童クラブ新設
(建設)
建築･電気設備･機械設備
A=169.00㎡

向山第三放課後児童クラブ改修修繕 5,265,000

放課後児童クラブ新設
(教室改修)
建築･電気設備･機械設備
A=90.00㎡

南第三放課後児童クラブ改修修繕 7,236,000

放課後児童クラブ新設
(教室改修)
建築･電気設備･機械設備
A=65.00㎡

合　　　計

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

12,060,562

152,983,265 81,196,000 8,900,000 32,522,000 30,365,265

51,370,200
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○放課後児童クラブ管理運営事業 円

    放課後、保護者が家庭にいない小学生を対象に生活指導を行い、健全

　育成を図った。

　　　入館児童数　 985人(H29年5月1日現在)　(H28実績　980人)

　　　放課後児童クラブ支援員賃金 円

　　　支援員数　18館　70人

　　　坂放課後児童クラブ委託(指定管理）　　 円

(全体額 円 )

  07目 療育支援費  (単位　　円)

43,323,855円

○療育支援相談事業 円

　　発達に関して配慮が必要な子どもとその保護者への支援体制の構築を

　目指し、問題の気づきや発見を早期支援につなげる体制を充実するため、

　療育指導員や作業療法士等の職員を増員した。前年度に引き続き児童発

　達支援事業や親子教室、専門相談を実施したほか、今後の発達支援の具

　体的な検討を行うための発達支援体制整備検討会を開催した。

　・児童発達支援事業

　　療育支援室はったばた分室において、児童発達支援事業所(愛称にこ

　　パル)を運営し、日常生活における基本的な動作の指導、集団生活へ

　　の適応のための訓練等を行った。

　・相談支援事業

　　保護者の子どもとの関わり方や発達･発育に関する不安や悩みなどを

　　軽減するために、発達に関する相談や家庭での療育方法等についてア

　　ドバイスを行い、保護者の安心感に繋がるよう相談事業を行った。

　・発達支援事業

　　発達に配慮が必要な子どもと親を対象に親子教室を開催し、より良い

　　発達を促し、その子らしく成長していくための支援･助言を行った。

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

79,798,858

2,305,000

11,520,000

99,062,161

その他の相談
(目の見え方、耳の聞こえ方)

2回 7 7

合　　　計 538 559

43,323,855 1,132,687 18,769,618 23,421,550

43,306,855

利用日数 クラス数 在籍数 サービス提供日数 延べ利用者数

言語相談 10回 20 25

週5日 3 20人 224日 3,850人

週1日 3 11人 131日 370人

相　談　会
平成29年度
開催回数

延べ参加人員(人)

平成29年度 平成28年度

療育支援室(臨床心理士等)
による相談

511回 511 527
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　　　活動場所　　　錦田こども園、たんぽぽ教室棟、はったばた分室

　　　相談員及びスタッフ 人

　　　臨時雇賃金 円

　・地域支援事業　

　　三島市の各機関との連携を取ることで、支援や配慮が必要な子どもが

　　地域の中でいきいきと生活ができ、親が安心して子育てができる環境

　　を提供した。

　　

　　研修会の開催(平成29年度参加者)

  　　発達障がい療育支援専門講座

　　　　開催日　平成29年8月24日(木)

　　　　場　所　市民文化会館小ホール

　　　　参加者　277人

　・療育支援検討会

　　静岡てんかん神経医療センター発達支援室の杉山修氏をスーパーバイ

　　ザーとして迎え、沢地小学校教員や教育委員会職員、健康づくり課、

　　療育支援室職員を対象に、今後に向けての支援体制づくりや具体的な

　　支援方法、個別支援計画等の作成方法についてのアドバイスを受け、

　　療育体制の充実に努めた。

　　　年間18回

　・通所支援事業

　　児童発達支援事業所を利用する子どもにとって一番良い進路を選択で

　　きるよう、市内の児童発達支援事業所･放課後等デイサービス事業所間

　　で定期的に連携会議を開催し、連絡調整等連携の強化に努めた。

　　　民間事業所等連携業務委託 円

 03項 生活保護費 (単位　　円)

  01目 生活保護総務費

95,671,159円

○就労自立給付事業 円

　　生活保護受給者の就労による自立を促進するため、安定した職業に就

　いたこと等により保護を必要としなくなった者に「就労自立給付金」を

　支給した。

　　支給者数　4人　　支給総額　203,676円

平成29年度 38 30 11 16 8

母子保健連携 家庭訪問 保護者間交流

平成28年度 30 30 11 24 7

41回

月曜日

164回

教　　室
平成29年度
開催回数

延べ参加人員(人)

平成29年度 平成28年度

こあら教室 240 302

ぱんだ教室
(あそびの教室)

1,474 1,641
火～金曜日

合　　　計 1,714 1,943

24

33,990,379

（単位　回）

区分 保育園訪問 幼稚園訪問

145,800

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

95,671,159 3,666,587 92,004,572

203,676
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 扶助費 (単位　　円)

1,541,053,713円

○生活保護扶助事業 円

　・生活保護実施状況

　　日本国憲法第25条(国民は、健康で文化的な最低限度の生活を営む権

　　利を有する。)の理念に基づき、困窮の程度に応じ、必要な保護を行

　　い、その最低限度の生活を保障するとともに、自立を助長することを

　　目的に、以下のような生活、住宅、教育、介護、医療及び葬祭等の扶

　　助を行った。

(単位　人､世帯､円)

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                

　・国・県と比較した三島市の保護状況(平成29年度末) (単位　人､％)

 04項 災害救助費 (単位　　円)

  01目 災害救助費

110,000円

○災害救助事業 円

　　災害により被害を受けた市民に対し、災害見舞金を支給するもので、

　平成29年度は、4件の火災があり4名に対する災害見舞金を支給した。

6,015,742 12,227 19,281

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

1,541,053,713 1,165,325,268 53,050,376 322,678,069

1,541,053,713

種別
月 当 た り 平 均

年間支給総額
1 人 当 た り 1 世 帯 当 た り

人 員 世 帯 数 支 給 金 額 月平均支給額 月平均支給額

64,919,735 779,036,814 84,862 98,662

出 産
扶 助

(年) 1 (年) 1 9,303 111,630 (年)111,630 (年)111,630

生 活
扶 助

758 622 35,597,046 427,164,556 46,962 57,230

住 宅
扶 助

820 670 22,731,692 272,780,303 27,722 33,928

教 育
扶 助

41 26 501,312

介 護
扶 助

161 157

区 分 全 国 静 岡 県 三 島 市

保 護 人 員 2,116,807 31,239 914

3,606,055 43,272,657 22,398 22,969

765 658

保 護 率 1.67 0.85 0.83

生 業
扶 助

13 12 177,360 2,128,325 13,643 14,780

葬 祭
扶 助

(年)42 (年)42 328,486 3,941,829 (年) 93,853 (年) 93,853

保護施設
事 務 費 3 3 507,301 6,087,606 169,100

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

110,000 110,000

110,000

法 外
扶 助

(年) 2 (年) 2 42,854 514,251 (年)257,126 (年)257,126

169,100

医 療
扶 助
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

 05項 国民年金事務費 (単位　　円)

  01目 年金事務費

28,170,320円

○国民年金加入状況(平成30年3月31日現在)

　　市人口の内20歳以上60歳未満53,007人の約4.36人に1人が第1号被保険者

(単位　人)

※付加保険者数の強制加入者は農業者年金加入者

○年金受給権者数及び年金額 (単位　人、円)

○年金相談件数 (単位　　人)

○年金免除承認件数 (単位　　件)

法定免除

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

28,170,320 25,348,472 2,821,848

区　　分
第 1 号
被 保 険 者 数

付 加 保 険 者 数

強 制 加 入 者 12,022 9

任 意 加 入 者 144 471

合 計 12,166 480

区　　分 受給者数 年金額

老 齢 基 礎 29,466 19,728,436,429

障 害 基 礎 1,638 1,397,391,400

遺 族 基 礎 196 146,141,107

老 齢 417 193,106,004

通 算 老 齢 416 86,601,149

5 年 2 806,000

障 害 42 35,263,325

寡 婦 24 11,302,390

遺 児 0 0

合 計 32,201 21,599,047,804

相談内容 相談者数

955

合　　　　　　　計 4,711

通常相談 12,076

ねんきん特別便による納付状況情報提供 64

合　　　　　　計 12,140

免除等種類 承認件数

一般免除 1,599

納付猶予 522

学生納付特例 1,635
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費　　　　　　　　　目

04款 衛生費 (単位　　円)

 01項 保健衛生費

  01目 保健衛生総務費

602,907,876円

○スマートウエルネスみしま推進事業 円

　　健康をまちづくりの中核に位置付けた「スマートウエルネスみしま」

　の推進により、市民が主体的に健康維持･社会参加する仕組みづくり、

　地域の活性化を推進した。

○救急医療事業 円

　　平日の夜間や休日等における緊急患者の診療を確保するため、三島市

　医師会メディカルセンター、沼津夜間救急医療センター、三島総合病院、

　三島中央病院等の協力を得て実施した。

　・平日夜間

　　内科･小児科･外科を18:00～22:00までメディカルセンターで診療、そ

　　の後内科･小児科･外科を沼津夜間救急医療センターで20:30～翌朝7:00

　　まで診療したほか、外科については22:00～翌朝9:00まで三島総合病

    院、三島中央病院の当番制による診療も実施。

　・土曜、日曜、休日

　　内科･小児科･外科を9:00～21:00まで(土曜日は14:00～21:00まで)メ

　　ディカルセンターで診療、また、平成21年度より休日に小児科の専門

　　医を配置。その後内科･小児科･外科を沼津夜間救急医療センターで

　　18:00～翌朝7:00まで診療。外科は21:00～翌朝9:00まで三島総合病院、

　　三島中央病院の当番制により診療、耳鼻科･眼科･産婦人科は三島市･

    沼津市･裾野市･富士市(耳鼻科のみ)･清水町･長泉町の4市2町の担当医

　　師が在宅輪番制により8:00～17:00まで診療(日曜、休日のみ)。

　・二次救急

　　緊急に手術や入院を要する市民の救急医療を確保するため、内科･外

　　科については、三島総合病院、三島中央病院が当番制で診療、脳神経

    外科･循環器科は三島市･沼津市･裾野市･清水町･長泉町の3市2町の担

    当医療機関の在宅輪番制により診療。　　　　

主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

健幸マイレージ
スマートウエルネスみしまの幅広い取り組みに対して、ポイン
トをつける事業を展開した。
応募総数：11,441件

出張！健幸鑑定団

健康づくりに関心の薄い層へのアプローチ策として、イベン
ト、店舗、金融機関等で、健康チェックキャンペーンを実施し
た。体組成測定や各種測定サービスと健診受診や受動喫煙防止
等のPRを行った。
開催数：36回　参加者：市民等1,903人

健幸運動教室
科学的根拠に基づく効果的な個別指導と継続支援を可能とする
健康づくりプログラムを取り入れた教室を実施した。
場所：市民体育館大会議室　　参加者：117人

みしまタニタ健康
くらぶ

㈱タニタの持つ健康プログラムを取り入れ、楽しみながら健康
づくりに取り組む仕組みづくりを行った。
会員数：1,355人　情報発信拠点：4店舗
タニタ監修メニュー提供店：7店舗

226,721,845

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

602,907,876 9,348,000 9,597,901 583,961,975

27,174,382

事業名 事業内容
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・休日歯科診療事業

　　市内の歯科医が輪番制で、9:00～16:00まで診療。

　・集中治療室(ICU)救急事業

　　市民に高度集中医療を提供するため、三島市医師会にICU救急事業を

　　委託し、2床のベッドを確保。

  ・三島市医師会メディカルセンター受診者状況

(     )は三島市民

　・その他の救急事業受診者状況

沼津夜間救急医療センター

一次救急･二次救急　(2院の当番制による件数)

集中治療室(ICU)

休日歯科診療　　(歯科医師会会員による輪番制による件数)

(     )は三島市民

○周産期医療事業 円

　　三島総合病院の二次救急体制整備に向け、関係機関との協議を進めた。

○三島市立保健センター整備事業 円

○健康とスポーツ推進事業 円

　　市民が主体的に健康づくりを行うための支援として、誰もが運動やス

　ポーツを楽しむことができる場と機会を提供するとともに、市民総参加

　で進める健康づくりに対する意識を高めた。また、健康づくりに有効な

　ウオーキングを普及するため、イベントなどでの情報提供、山田川自然

　の里などのウオーキングマップを作成したほか、新たに幼稚園の年長児

　を対象にノルディックウオーキングを通して正しい歩行姿勢を身に付け

　る歩育支援を行った。

　　参加者　ウオーキング2,453人、ノルディックウオーキング429人

(単位　　円)

(単位　人)

救 急 名 内 科 小 児 科 外 科
眼科･耳鼻科･
産 婦 人 科 合 計

休 日 救 急 4,344 (2,821) 2,339 (1,408) 2,118 (1,272) 925 (227) 9,726 (5,728)

平日･夜間救急 3,280 (2,019) 580 (384) 2,153 (1,335) 6,013 (3,738)

合 計 7,624 (4,840) 2,919 (1,792) 4,271 (2,607) 925 (227) 15,739 (9,466)

救　急　事　業　名 人　数

329 (259)

5,280

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

本館重量シャッター
修繕

1,398,600
老朽化により故障した重量シャッター
の修繕

本館玄関自動開閉
装置交換修繕

388,000 老朽化による開閉装置の交換修繕

(単位　人)

19,242 (2,261)

2,304 (1,189)

386 (263)

2,097,193

保健センター
漏水修繕

205,200 漏水発生による修繕

合　　計 1,991,800

1,128,346
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○歯科口腔保健推進事業 円

　・寝たきり者等歯科訪問調査委託 円

　　在宅で寝たきり等の状態にある市民で、歯や口腔状態に問題が生じて

　　いる人に対し、診療につなげることを目的に、歯科医師が訪問による

　　調査を実施した。　　

　　　実人数　179人　　延べ人数　185人

　　  参加者　879人

　　  実施回数　2回　　参加者　147人

　・歯と口の健康まつり(三島市歯科医師会共催)

　　「歯と口の健康週間」の一環として、歯科口腔保健に関する周知･啓

　　発を図り、食育･健口･8020運動の推進のため実施した。　　

　　　参加者　610人

　・フッ化物塗布事業

　　　実施人数　2,726人

　・フッ化物洗口事業

　　市内幼稚園及び保育園に通う4歳児及び5歳児の希望者にフッ化物を使

　　用した集団洗口を行った。

　　　実施施設　32園　　実施人数　1,658人

　・歯科口腔保健普及啓発事業

 　 「いつでもどこでも、食べたら歯みがき」のチラシ･ポスターを作成

　　し、いい歯の日街頭キャンペーンや歯と口の健康まつりなどの各種イ

　　ベントのほか、保育園･幼稚園･小学校･中学校･自治会･企業･各種団体

　　での健口教室や出前健康教育にて配布し周知を図った。　　

　　　配布数　2,955枚　　　

○ＡＥＤ維持管理事業 円

　　平成17年度から市内公共施設にAEDの設置を進め、平成19年度からは

　市内事業所等へ設置を促進する「あんしんAEDステーション推進事業」

　を実施し、登録事業所に標章を交付した。平成22年度からは、24時間営

　業のコンビニエンスストア、ファミリーレストラン、ガソリンスタンド

　を対象とした「あんしんAEDステーション24」を推進し、協力の得られ

　た店舗に設置するとともに、平成26年度からは体育施設利用者への貸し

　出し用として3台設置した。

　公共施設のAED設置状況

　・健口教室

8,210,087

2,997,000

自動体外式除細動器
(リース58台)

3,024,084

　　子どもたちの歯･口の健康を守るため、小学校に出向き、歯科医師に

　　よる講話、歯科衛生士によるブラッシング指導(12校30回)を実施した。

　・歯科出前講座

　　団体からの依頼により歯科医師等による指導や講話を実施した。

　　1歳6カ月児･2歳児･2歳6カ月児･3歳児･3歳6カ月児の希望者にフッ化物

　　歯面塗布･歯科口腔保健指導を行った。

5,299,332

(単位　円、台)

事業費 市施設
小中
学校

幼稚園
保育園

等

体育館
貸出用 累計

21 21 13 3 58
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　あんしんAEDステーション24　　　

　あんしんAEDステーション推進事業

　

○健康づくり地区組織活動事業 円

　・地域健康づくり推進事業

　　三島市保健委員会活動である町内別健康相談会や健康づくり料理教室、

　　健康づくり街頭キャンペーン等を中心に、地域に根づいた活動を実施

　　した。

　・健康づくり事業

　・精神保健事業

　　若年層に向けた街頭キャンペーン等でのパンフレット配布を通して、

　　自殺予防や自殺の原因となる精神疾患に対する知識の周知･啓発を図

　　るとともに、ゲートキーパー養成研修を実施して自殺の危険性の高い

　　人へ必要な支援へつなげる体制を構築した。また、精神的に問題を抱

　　えている人に対し相談･訪問等を実施したほか、臨床心理士による心

　　の健康についての講演会を開催した。

各種団体等の要請に応じた講座を開催 3,372

出前健康相談会(24回) 各種団体等の要請に応じた健康相談会を実施 199

種 別 及 び 回 数 内　　　　　　　　容 参加人数

市民講座(3回)
三島市医師会共催

医師会と共催で開催し、医師等の講座や
各種相談事業を実施
(H29年度は認知症市民講座を開催)

627

出前健康教育(84回)

(単位　人)

事業費 コンビニエンス
ストア

ファミリー
レストラン

ガソリン
スタンド 累計

自動体外式除細動器
(リース42台)

2,275,248 33 6 3 42

平成28年度 平成29年度

標章交付事業所数 　119事業所 　118事業所

(単位　円、台)

健康づくりのための保健委
員研修事業(45回)

健康づくりのための各種研修を実施 1,230

健診受診率向上事業(2回)
特定健診･がん検診の受診率向上のための、
受診勧奨活動(健康づくり街頭キャンペーン)

1,150

市民すこやかふれあい
まつり(1回)

健康づくり全般の意識啓発を図るためのイベ
ント

900

2,839,534

種 別 及 び 回 数 内　　　　　　　　容 参加人数

健康づくり料理教室(15回)
各地区･各種団体等を対象とした健康増進の
ための料理教室

249

町内別健康相談会(77回)
(教育･相談)

各地区の保健委員とともに、町内ごとに
健康に関する教育を実施 1,719

(単位　人)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　件)

○健幸拠点づくり推進事業 円

　　市内の回遊性を高めるために、健幸交流拠点として位置づけている

　「みしま健幸塾」をみしまタニタ健康くらぶの活動拠点とし、市民に活

　用してもらうなかで、健康づくり、外出機会創出、交流促進、健康寿命

　延伸と地域活性化を図った。

　・みしまタニタ健康くらぶ拠点運営業務委託 円

　　みしま健幸塾利用者数　17,712人

○子育て・就労支援事業 円

　　企業の健康経営や若い世代への子育て支援を目的とし、幼稚園や企業

　などに出向いて体組成等の測定及び健康づくり全般の講習を行った。

　　実施回数　企業5回、学校2回、幼稚園･保育園4回、イベント22回

○健康ビジネス創出支援事業 円

　　箱根西麓三島野菜と健康を結びつけ、新たな健康ビジネスを創出し、

　健康づくりだけでなく地域活性化を図った。

農と健康イベント
開催業務委託

583,313
認定コースを活用したノルディックウ
オーキング全国大会を実施する予定
だったが、雨天のため中止した。

農と食コンシェルジュ
推進業務委託

799,250

健康づくりを市民目線で広く周知する
ためにみしまタニタ健康くらぶヘルス
コンシェルジュを活用し、イベントな
どでタニタ流の健康づくりの普及を
図った。
参加人数:655人

合　　　　　計 1,382,563

メンタルヘルス講演会 臨床心理士による心の健康についての講話 37人

ゲートキーパー養成研修
身の回りの悩んでいる人に気づき、必要な
支援につなぐゲートキーパーを育てるための
研修

1,595人

若年層に対する自殺予防
普及啓発事業

市内公共施設、図書館、市内高等学校、ハ
ローワーク三島等で自殺予防に関するパンフ
レットを配布

3,700部

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

種　　　　別 内　　　　　　　　容 参加人数等

自殺予防街頭キャンペーン
自殺予防に関する知識の普及啓発のための
パンフレット配布

1,000部

種　　　　別 電話 面接 訪問 メール

精神保健相談件数 381 124 106 93

10,378,325

10,291,925

926,640

1,456,131

(単位　円)
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○健幸都市加速化推進事業 円

　　健康無関心層を含む多世代へ健康づくりを促し、交流促進によるまち

　の活性化を図った。

〇スポーツによる地域活性化推進事業 円

　　国の地方スポーツ振興費補助金を活用し、運動･スポーツに無関心な

　層も含めた多くの方が、身近で開催される運動･スポーツ講座に気軽に

　触れ、興味･関心を持ち、その習慣化を図る施策として、自分に適切な

　様々なプログラムを選択可能な体制を整備し、健康寿命の延伸を図った。

○市単独事業費補助金 円

　・寝たきり者等歯科訪問診療事業費補助金 円

　　在宅で寝たきり等の状態にある市民で歯科診療を受けることが困難な

　　人のために、三島市歯科医師会が実施する診療事業費の一部を支援し

　　た。

　　　在宅往診患者　316人　　延べ往診回数　1,064回

  02目 母子保健指導費 (単位　　円)

638,632,361円

○母子保健事業 円

　　妊婦への母子健康手帳の発行、妊婦･乳幼児の健康診査及び健康相談

　を行った。

5,286,400

8,985,799

504,588

276,588

91,107,227

事　業　名 事　業　費

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

みしま健幸体育大学企画
運営業務委託

4,795,200

運動･スポーツへの参画機会の提供を
行い、連続した運動･スポーツ講座に
よる健幸都市づくりを促した。
参加人数:546人

事　業　概　要

健幸大学企画運営業務委託 5,000,000

健康に対する意識の向上や行動変容を
促すため様々なプログラムを実施し
た。
参加人数:2,006人

健康経営支援業務委託 286,400

事業所向けの講演会を開催するととも
に、パンフレットの配布も行った。
配布部数:2,916部
開催回数:1回　参加人数:82人

合　　　　　計 5,286,400

(単位　円)

(単位　円)

ICTを活用した健康づく
り支援業務委託

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

638,632,361 114,732,398 12,103,377 511,796,586

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

2,999,999

トレーニングマシンと連動したVRシス
テムを構築し、多世代への健康づくり
を促した。
参加人数:27人

運動・スポーツ習慣化推
進分析業務委託

1,100,000
みしま健幸体育大学で収集した数値や
意識の変化について分析を行った。
参加人数:509人

合　　　　　計 8,895,199
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・乳幼児健康診査・相談等実施状況 (単位　人、％、回)

　・各学級・教室等の健康教育

　　マタニティセミナー

　　　主に初妊婦を対象に、妊娠･分娩･育児についての知識の習得を図り、

　　　出産についての不安の軽減、母親の心構えについて指導した。

　　　　年6回　　85人

　　産前・産後ケアセミナー

　　　妊産婦が妊娠出産の正しい知識を身に付けるとともに、妊産婦相互

　　　の交流の場とし、仲間づくりを図った。

　　　　年6回　　妊婦40人　産婦と乳児　41組　計122人

　　パパママセミナー(未来の元気っ子応援セミナー)

　　　妊婦及びその夫を対象に、健全な母子の育成及び母性･父性意識の

　　　向上を図った。　

　　　　年12回　314人(実組数　87組)

　　育メン教室

　　　赤ちゃん体操や親子ふれあい遊びを通じて親子間の絆と情緒的な結

　　　びつきを深め、父親の育児参加を促し、母親の育児不安の軽減を図っ

　　　た。　

　　　　年4回　 147人(実組数　49組)

　　離乳食講習会(前期･後期)　

　　　5カ月･9カ月児を育児中の母親を対象に、親子のふれあいと親同士

　　　の交流の場とするとともに、離乳食の作り方のほか、乳児を心身共

　　　に健全に育てるための心構えを指導した。

　　　　年24回　540人

　　幼児事後教室　　

　　　1歳6カ月児の健康診査及び2歳児の健康相談で、フォローが必要な

　　　子どもと母親を対象に、親子あそび･仲間あそびなど、遊びを中心

　　　とした心身共に健やかに育てるための集団指導を行った｡

　　　　年24回　延べ472人(実人員84人)

　　3カ月児健康教室　　

　　　生後3カ月児を対象に、発育発達に関する相談、授乳･離乳食準備の

　　　相談、育児相談などを実施し、乳児の健やかな成長を支援した。

　　　　年12回　686人

　　出前健康講座・育児グループ育成支援

　　　育児グループ等からの依頼に応じた健康講座を開催した。

　　　　出前健康講座 15回　288人　 

妊 婦 健 康 診 査 ( 医 療 機 関 委 託 ) 15,785 13,692 86.74 随時

区　　　分 対象者数 実 施 数 実 施 率 実施回数 要フォロー者数

4 カ 月 児 ･ 10 カ 月 児 健 康 診 査
( 医 療 機 関 委 託 ) 1,562 1,494 95.65 随時 286

1 歳 6 カ 月 児 健 康 診 査 826 803 97.22 12 445

297

新 生 児 聴 覚 ス ク リ ー ニ ン グ 検 査
（ 医 療 機 関 委 託 ） 758 730 96.31 随時 6

2 歳 児 健 康 相 談 会 787 725 92.12 12 314

3 歳 児 健 康 診 査 862 844 97.91 12 305

妊 婦 相 談 - 816 - 143 237

そ の 他 の 乳 幼 児 相 談 - 1,843 - 160 -
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・訪問指導事業

　　妊産婦、新生児、乳幼児を対象に、家庭内で育児が円滑に行えるよう、

　　発育、栄養、生活環境、疾病予防等育児上必要な事項について、家庭

　　訪問指導及び電話相談を実施した｡

　　　　新生児　796人　妊産婦　1,174人　事後フォロー訪問　1,809人　

　・乳児人形等貸し出し事業

　　育児･妊婦体験を通じ赤ちゃんの可愛さや命の大切さを感じてもらう

　　ことで、子育てに対する意識を高め、妊娠･子育てしやすい環境づ

　　くりを図ることを目的に、乳児人形等の貸し出しを実施した。

　　　乳児人形利用者　400人　妊婦体験スーツ利用者　138人

　・子育て世代包括支援センター事業

　　妊娠期から子育て期にわたる母子保健や育児に関する様々な悩みに円

　　滑に対応するため、専門職員による切れ目ない相談支援等を実施した。

　　　個別計画作成　妊婦　112人　　産婦　13人

　　　妊婦フォロー　訪問　延べ 38人　実  19人

　　　　　　　　　　電話　延べ141人　実 108人　

　　　　　　　　　　面接　延べ 24人　実  20人

　　　産婦フォロー　訪問　延べ130人　実 107人

　　　　　　　　　　電話　延べ131人　実  60人

　　　　　　　　　　面接　延べ 15人　実  13人

　　　産前･産後サポート事業(パートナー型)

　　　　助産師、保健師が家庭訪問を中心に妊産婦をサポートした。

　　　　　訪問　延べ 40人　実39人

　　　　　電話　延べ 96人　実90人

　　　産前･産後サポート事業(参加型)

　　　　母乳･ミルク相談ステーション事業

　　　　医療機関助産師に委託し、集団教育や授乳に関する電話相談、面

　　　　接相談を実施した。

　　　　　集団　527人　　

　　　　　産婦　面接93人　電話26人

　　　産後ケア事業

　　　　家族などの援助が受けられない産婦を対象に、産婦人科への委託

　　　　により母乳･乳児ケア育児支援を実施した。

　　　　　ショートステイ　41泊　実12人

　　　　　デイケア　　　　29日　実 6人

　　　訪問型サポート事業

　　　　妊娠中から産後4カ月未満までの妊産婦に対し委託事業所のヘル

　　　　パーが訪問し、日常の家事･育児について支援した。

　　　　　利用者　13人

○子ども医療費支給事業 円

　　中学校3年生までの子どもが、病気又はけがにより通院もしくは入院

　した場合の医療費について、保険診療の自己負担額等の全額を助成した。

517,503,352
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・医療費の内訳 　　(単位　件、円)

○未熟児養育医療費支給事業 円

　　平成25年度に県から市へ権限移譲された入院が必要な未熟児の医療費

　について、保険診療の自己負担額等の一部を助成した。

　 　　(単位　人、件、円)

○市単独事業費補助金 円

　・不妊･不育症治療費補助金 円

　　少子化対策の一環として、不妊･不育症治療を受ける夫婦の経済的負

　　担軽減のため、治療費の内20万円を限度額として支援した。

　　　実施数　184件　

　・妊婦健康診査費補助金　　 円

　　母子保健法による妊婦の健康診査において、指定医療機関以外での

　　受診者に対し、初回は18,930円、2～14回は4,000円、超音波検査は

　　5,300円、血液検査は3,260円、血算検査は1,710円、GBS検査は

　　1,700円を支援した。　　

　　　実施数　67件

　・新生児聴覚スクリーニング検査費補助金 円

　　市内に住所を有する新生児が指定外医療機関で聴覚検査を受診した場

　　合、ABR検査 4,700円･OAE検査 2,100円の限度額範囲内において支援

　　した。(ABR:聴性脳幹反応 OAE:耳音響放射)

　　　実施数　29件

  03目 感染症予防費 (単位　　円)

275,923,642円

○感染症予防事業 円

　・各種予防接種の状況 (単位　人)

区　　分
入院に係る助成 通院に係る助成 合　　計

件数 支給総額 件数 支給総額 件数 支給総額

現物給付分 674 70,528,403 222,198 406,348,600 222,872 476,877,003

償還払い分 233 5,139,296 1,503 5,056,865 1,736 10,196,161

合　　計 907 75,667,699 223,701 411,405,465 224,608 487,073,164

2,442,382

区　　分 給付実人員 給付延べ件数 支給総額

未熟児養育医療費 14 34 2,422,616

27,579,400

25,736,700

1,736,450

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

106,250

275,923,642 2,162,355 273,761,287

273,040,502

①～④は接種回数

予 防 接 種 名 対　　　　　象 対 象 人 員 被 接 種 者 備　　　考

ヒ ブ 生後2月～5歳未満

① 769 ① 765
平成23～24年度
は任意接種。
平成25年度から
定期接種とな
る。

② 769 ② 754

③ 769 ③ 753

④ 769 ④ 794

小 児 用 肺 炎 球 菌 生後2月～5歳未満

① 769 ① 764
平成23～24年度
は任意接種。
平成25年度から
定期接種とな
る。

② 769 ② 753

③ 769 ③ 756

④ 769 ④ 794
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　人)

生後3月～90月未満

(百日ぜき､ジフテリア､(1期3回)

破傷風)

(1期追加)

生後3月～90月未満

(1期3回)

(1期追加)

生後3月～90月未満

(1期3回)

(1期追加)

11歳～13歳未満

生後12月～24月未満

(1期)

生後6月～90月未満

(1期2回)

(1期追加)

7歳6月から20歳未満

(1期不足分)

9歳～13歳未満(2期)

9歳～20歳未満

小学校6年生女子～

高校1年生女子

65歳以上

Ｂ Ｃ Ｇ 生後5月～1歳未満 763 739
平成27年度から
対象年齢変更

３ 種 混 合 ①  － ①   0

4種混合が開始と
なり、新規対象
者なし

②  － ②   0

③  － ③   0

－ 0

不 活 化 ポ リ オ ①  － ①   1
平成24年9月から
実施
4種混合が開始と
なり、新規対象
者なし

②  － ②   5

③  － ③   8

－ 31

Ｂ 型 肝 炎 生後2月～1歳未満

① 769 ① 762
平成28年10月か
ら定期接種とな
る。

② 769 ② 754

③ 769 ③ 782

予 防 接 種 名 対　　　　　象 対 象 人 員 被 接 種 者 備　　　考

① 771 ① 761 平成24年11月か
ら実施(百日ぜき､ジフテリア､ ② 771 ② 769

破傷風、不活化ポリオ) ③ 771 ③ 757

816 837

２ 種 混 合
999 776

(ジフテリア、破傷風)

水 痘
生後12月～3歳未満 ① 814 ① 805 平成26年10月か

ら定期接種とな
る。② 814 ② 793

４ 種 混 合

麻しん・風しん
814 791

(MR混合及び単抗原
ワクチン)

5歳～7歳未満の就学年
前(2期)

941 850
平成18年度から
実施

日 本 脳 炎 ① 859 ① 864
1期、2期とも接
種再開され、積
極的勧奨は3歳、
9歳のみ。なお、
平成7年4月2日～
平成19年4月1日
生まれは特別措
置で4歳から20歳
未満まで接種期
間の延長措置と
なった。

② 859 ② 869

888 843

－ 164

972 516

- 507
(2期不足分)

子 宮 頸 が ん

①  － ①   2 平成25年度から
定期接種となっ
たが、同年6月に
積極的勧奨が一
時中止となる。

②  － ②   2

③  － ③   1

高齢者インフルエンザ

31,637 15,210

60歳～64歳の身体障が
い者手帳1級程度の者

50 34

高齢者用肺炎球菌

65･70･75･80･85･90･
95･100歳

6,782 2,945 平成26年10月から
定期接種となる。
平成30年度までの5
年間、経過措置と
して65歳以上の5歳
間隔が対象。

  

60歳～64歳の身体障が
い者手帳1級程度の者

19 0

-97-



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　人)

　 70歳以上

・胸部レントゲン検査(結核検診) (単位　人)

  04目 生活習慣病予防費 (単位　　円)

410,064,005円

○健康診査事業 円

　  市民一人ひとりが自らの健康状態を把握し、健康の保持増進を図ると

　ともに、疾病の早期発見･治療を目的とし、各種健康診査を実施した。

　・健康診査等
(単位　人)

要指導者

要指導者

要指導者

　・がん検診等
(単位　人)

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

45
平成22年度から
実施肺 炎 球 菌 ※対象人員は申請者数とする

予 防 接 種 名 対　　　　　象 対 象 人 員 被 接 種 者

成 人 風 し ん 又 は 妊娠を希望する女性とその
同居しているパートナー
(ただし抗体検査の結果、
接種が必要な方)
※対象人員は申請者数とす
る

58 52
平成25年7月から
実施

ＭＲ

( 任 意 予 防 接 種 )

対　　　　象 実施期間 会 場 対 象 者 受 診 者 数 要精密検査者

任 意 高 齢 者 用
58

65 歳 以 上 6月～12月 市 内 14 会 場 32,295 146 1

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

備　　　考

410,064,005 8,386,000 197,000 401,481,005

408,059,934

種 別 対 象 者 対 象 人 数 受 診 者 一 次 検 診 結 果

生活保護者健康診査 763 96 異常のない者 1

7

要医療者 88

骨 粗 鬆 症 検 診 5,592 284 異常のない者 110

40･45･50･55･60･ 99

65 ･ 70 歳 の 女 性 要精密検査者 75

歯 周 病 検 診 15,072 990 異常のない者 104

20･25･30･35･40･45･ 163

50･55･60･65･70歳の人 要精密検査者 723

種 別 対 象 者 対 象 人 数 受 診 者 一 次 検 診 結 果

胃 が ん 76,919 11,541 10,315

35 歳 以 上 の 人 1,226

22)

子 宮 が ん 47,204 頸部　4,514 4,796

20歳以上の女性 頸･体部 417 135

0)

乳 が ん 36,296 3,798 3,410

40歳以上の女性 388

15)

-98-



費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　人)

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

異常のない者

要精密検査者

(内がん発見者

Ｂ型陽性

Ｂ型陰性

Ｃ型感染の可能性高い

Ｃ型感染の可能性低い

○生活習慣病予防指導事業 円

　　高血圧、糖尿病、脂質異常症などの生活習慣病を予防するため、健康

　教育、健康相談、訪問指導、健康手帳の交付を行った。

　・健康教育事業　　　　　　　 (単位　人)

　・健康相談事業　　　　　　　 (単位　人)

40歳以上で過去に検査
を受けたことがない人

40 歳 以 上 の 人 1,110

32)

前 立 腺 が ん 22,319 3,581 3,119

種 別 対 象 者 対 象 人 数 受 診 者 一 次 検 診 結 果

受講者数

50歳以上の男性 462

20)

肺 が ん 70,563 14,724 14,628

40 歳 以 上 の 人 96

3)

大 腸 が ん 70,563 12,394 11,284

1,829

種 別 及 び 回 数 内　　　容 相談者数

成人一般健康相談(随時) 健康に関する様々な問題に対する相談･指導 199

栄養個別相談(週1回)
(病態別健康相談)

生活習慣病等の疾病別に、個人の食習慣や
生活環境を勘案して行う相談指導

23

健診事後指導(随時)
国保人間ドック及び特定健診受診者に対する
病態別個別指導

522 頸部 　25 26

0

0)

732 170 139

31

0)

新たなステージに入った

がん検診の総合支援事業

子 宮 が ん
20 歳 の 女 性

頸･体部 1

新たなステージに入った

がん検診の総合支援事業

乳 が ん
40 歳 の 女 性

1,001,741

種 別 及 び 回 数 内　　　容

肝炎ウイルス検査 44,114 1,449 15

1,434

7

1,442

ＣＫＤ予防講座(1回)
CKD(慢性腎臓病)予防のための医師、栄養士に
よる基礎講座 38

骨粗鬆症検診事後講座(8回)
骨粗鬆症検診の結果説明
栄養･運動等の予防のための講話 284

禁煙・受動喫煙防止
に関する普及啓発(随時)

たばこが及ぼす健康被害について普及啓発
し、禁煙･受動喫煙防止を促進

総合健康相談会(月1回) 血圧･体脂肪測定等の実施と健康相談 323

159
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・糖尿病予防事業　　　　　　　

　・訪問指導事業　　　　　　　

　　家庭において寝たきり･認知症等になるリスクが高い方、当事者では

　　解決困難な健康問題･介護問題を抱えた方及び介護家族、健康診査受

　　診者等で訪問指導が必要と認められた方に対し、心身の健康の維持増

　　進を図ることを目的として、保健師等による訪問指導を実施した。

(単位　人)

訪問指導人数

　・健康手帳の交付

    健康に関する意識の向上及び健康管理に役立ててもらえるよう、健康

　　手帳を交付したほか、平成29年度より、市ホームページからのダウン

　　ロードを可能とした。

(単位　件)

　40歳の者(新規交付)

　40歳以上の者(更新･再交付)

　

  05目 畜犬指導費 (単位　　円)

6,526,216円

○畜犬指導事業

　　犬の登録、狂犬病予防注射を市内28会場で実施したほか、飼い主のい

　ない猫を減らすため、避妊手術等に係る経費の一部を支援した。

　・犬及び猫の登録状況 (単位　匹)

○市単独事業費補助金

　・地域ねこ避妊等補助金 円

　　飼い主のいない猫の避妊去勢手術を実施した協力獣医師に対し、手

　　術に係る経費の一部を支援した。

内　　　容 相談者数等

区 分 健診事後等 重症化予防 未受診者 介護予防等 合　　計

209 95 261 127 692

対　　　　象　　　　者

登録数 うち　新規登録分

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

6,526,216

備考

平成10年度から
登録制度実施

1,283,000

44

ヘルスアップ集中講座
(7回)(糖尿病予防事業)

糖尿病予防に関する医師･歯科医師･栄養士に
よる講話 66人

ヘルシーメニュー普及事業
(18回）

日本大学短期大学部食物栄養学科との協働に
より、四季のヘルシーメニューのレシピ開発
を行い、料理教室で周知

302人

啓発のチラシ、ポスター作
成

ヘルシーメニューレシピ等を掲載したチラ
シ、ポスターを市内施設等へ配布

900部

平成7年度から
生涯登録実施

交　付　数

75

7

犬 5,079 347

猫 3,537

種 別 及 び 回 数

3,139,540 3,386,676

区　分
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　件、円)

  06目 食育推進費 (単位　　円)

5,631,767円

○食育推進事業 円

　　市民一人ひとりが「食」について意識を高めるとともに、様々な経験

　を通じて、「食」に関する知識と、バランスの良い「食」を選択する力

　を身に付け、心身共に健康で文化的な生活ができるよう各種事業を実施

　した。また、平成29年度は、前計画の期間満了に伴い第3次三島市食育

　基本計画を策定した。

　・食育啓発事業

(単位　人)

(単位　人)
参加者数

三島フードフェスティバル
食育啓発のため、出汁の味覚チェックや食育パン
フレットの配布 250

市民すこやかふれあいまつり 食育を普及啓発するブースを出展 91

市 債 そ の 他

5,631,767 5,631,767

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

食育基本計画策定業務委託 2,079,000
食育基本法第18条第2項に基づく市町
村食育推進計画を策定するため、市民
アンケートや計画書作成を行った。

5,531,767

各種食育講座

種 別 及 び 回 数 内　　　　　　　　容 参加者数

決　算　額

400,000

1,283,000

備　考

飼い犬及び飼い猫
の避妊去勢手術補
助金は平成23年度
で終了

特　　定　　財　　源
一 般 財 源

国 ・ 県 支 出金

食育教室(49回)
園児･児童･生徒やその保護者を対象に、味覚教
育、栄養等の講話･料理実習等を実施 1,667

健骨教室(1校4回)
超音波骨量測定器による骨量測定と、保健師によ
る生活･運動の指導、栄養士による中学生を対象と
した栄養指導を実施

114

大人の食育事業(1回)

市内在勤･在学･在住の18歳から45歳までの人を対
象に、食を通じての健康づくり支援を強化し、食
への興味及び絆を深める「おせち料理教室」を実
施

29

ピピッと簡単クッキング(1回)
日本大学短期大学部食物栄養学科との連携による
食育指導を実施 27

食育出前講座(11回)
団体等からの依頼により、栄養士･保健師が出向
き、食生活･栄養･生活習慣等の講話及び調理実習
を実施

206

味覚の講座(1回)

イ　ベ　ン　ト　名 内　　　　　　　　容

食育認定店と協働で、本物の味を実感する教室を
実施 31

食育認定店協働事業(2回)

①イタリアンだし(ブロード)を使った調理のデモ
見学と試食を実施
②若い人向けの地元野菜を使用した料理教室を実
施

44

食育イベント

区　分

避妊

合計

件　数 金　額

去勢

62

44

106

883,000
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・食育連携事業

　　健康づくりのための望ましい食生活を推進するため、地域の産業との

　　連携を図った。　　

○市単独事業費補助金

　・全国いのちの食育書道展事業費補助金 円

　　書道を通じて食育に関心を持たせ、自ら健康意識を高めることを目的

　　に開催される「第7回全国いのちの食育書道展」に対し、経費の一部

　　を支援した。

  07目 環境衛生費　　　　　　　　　　　　  (単位　　円)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　       

29,245,719円

○ごみ減量化・資源化対策

　・生ごみの有機肥料化を推進し、ごみの減量化を図るため、コンポスト･

　　ぼかし容器を無償貸与した。

　　　貸与実績　コンポスト 21台　ぼかし容器 10台

　・一般家庭に眠っている不用品のリユース推進を目的に、フリーマー

　　ケットを開催した。

　　　開催実績　年8回(会場：浄化センター広場)　※雨天中止　2回

　・本市及び県内4市で組織するダンボールコンポスト研究会の推奨する

　　ダンボールコンポスト「だっくす食ん太くんＮｅｏ」を販売した。

　　　販売実績　19セット

○環境衛生推進事業 円

　・ユスリ蚊の発生防止のため、発生源を定期的に消毒した。

　・自治会が実施している町内清掃の支援を行った。

　・環境衛生週間に合わせ小･中学生を対象にポスター･標語の募集を行い、

　　優秀作品を表彰するとともに展示し、標語については、のぼり旗にし

　　て市内各所に掲げ、環境美化の啓発に努めた｡

　　　応募実績　ポスター 348点　標語 1,476点　　計 1,824点

17,870

家族団らんの機会の創出に向け、各事業所の
「ノー残業デー」等のこれまでの取組を生かし、
市内事業所の代表の立場から、市民に向けて「わ
が社の家族団らんの日行動宣言」を実施した。

28事業所

みしまるくんみしまるこちゃん
の三島市民家族団らんの日啓発
シールプレゼント

毎月19日の食育の日を意識するための啓発用シー
ルを作成し、食育を推進している団体･グループ･
事業所及び今後食育を推進する団体等で、申込書
を提出した団体に配布し啓発を行った。

20団体
1,330枚

学校給食地域絆づくり
交流事業

小学校･JA三島函南と連携して、学校給食を地域住民と試
食しながら食を通した健康づくりと交流の場とした。
1校37人

「家族団らんの日」啓発

種　　　別 内　　　　　　　　容 事業所数等

三島市民家族団らんの日

国が定めた食育の日である毎月19日を市独自に
「三島市民家族団らんの日」と定め、協力小売店
による「のぼり旗」の設置やチラシ配布、市民
メールの配信や啓発を行った。

－

わが社の家族団らんの日
行動宣言

100,000

種　　別 内　　　　　　　　容

29,245,719 18,600,000

健幸づくり推進店事業
「食と運動･スポーツ」の面から市民の健康づくりを応援
する目的で登録した飲食店･食料品店を市民にPRした。
計85カ所

食育認定店事業
「健幸づくり推進店」の中から、特に食育を積極的に推
進する飲食店を認定し、市民にPRした。
計8カ所

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

10,627,849

22,126,128
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

　・環境美化推進員の協力を得て、ごみの集積所や周辺環境の美化の啓発

　　及びごみの出し方指導等を行った｡

　・不法投棄防止のため、不法投棄監視員による定期巡回を月1回行った｡

　・不法投棄された家電4品目(テレビ、エアコン、冷蔵庫、洗濯機)を回

　　収し、適正に処理した。

　　　テレビ　26台、エアコン　0台、冷蔵庫　7台、洗濯機　10台

　・環境美化推進大会を開催し、地域における環境美化活動に功績があっ

　　た団体及び個人を表彰した。

　・環境美化活動の一つとして、「三島の川をきれいにする奉仕活動」及

　　び「統一美化キャンペーン」を実施し、中心市街地や河川の清掃活動

　　のほか、環境美化や不法投棄防止の啓発活動を行った。

　・三島駅南口公衆トイレ整備事業

　　三島駅南口広域観光交流拠点整備にあたり、西街区観光トイレの撤去

　　が必要となったため、観光客だけでなく駅周辺施設を訪れる市民等が

　　利用する公衆トイレを東街区に整備した。

　　工事 (単位　　円)

○市単独事業費補助金

　・環境美化推進員活動費補助金 円

　　ごみの減量･資源化の推進、集積所の適正な管理、環境衛生の向上及び

　　環境美化の推進を図るため、地域における環境美化のリーダーとして

　　活動している環境美化推進員によって構成されている三島市環境美化

　　推進員会に対して、活動費を支援した。

  08目 後期高齢者医療 (単位　　円)

       事務費　　

140,812,773円

○後期高齢者医療制度の実施

　　静岡県後期高齢者医療広域連合が制度運営と保険料賦課、資格、給付

　決定を行い、市が納付書、保険証等の送付や資格、給付申請受付、徴収

　事務を行った。　　　

○後期高齢者医療健康診査事業 円

　　後期高齢者医療制度加入者の生活習慣病(糖尿病･高血圧など)の早期発

　見や介護予防につなげるための健康診査･人間ドックを実施した。

(単位　人、％)

○各種団体への負担金

　・静岡県後期高齢者医療広域連合市負担金 円

　　県広域連合の事務に係る経費を人口割40％、高齢者割50％、均等割10

　　％により、各市町が負担した。

　　　一般会計分　3,274,000円　　特別会計分　25,151,000円

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

140,812,773

13,778 6,251
(内、人間ドック128人)

45.4

28,425,000

1,925,000

54,475,255 86,337,518

7,471,444

対象者数 受診者数 受診率

事　　業　　名 事 業 費 事　　業　　概　　要

三島駅南口公衆トイレ整備工事 20,675,520
男子･女子･多目的トイレ
A=17.11㎡
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○その他負担金

　・特定健康診査等事業費負担金 円

　　後期高齢者医療制度加入者の健康診査事務に関する費用を静岡県国民

　　健康保険団体連合会に納付した。

  09目 後期高齢者医療費 (単位　　円)

       

865,816,446円

○その他負担金

　・医療費市負担金 円

　　後期高齢者医療費のうち、市負担分を後期高齢者医療広域連合に納付

　　した。

　　後期高齢者医療費の財源構成は、公費5割(国4/12、県1/12、市1/12)、 

　　支援金4割、保険料1割、この内市負担分1/12を広域連合へ概算納付、

　　次年度精算する。 　

 02項 清掃費 (単位　　円)

  01目 清掃総務費

46,215,630円

○一般廃棄物処理計画事業 円

　　循環型社会の形成に向け、ごみの減量や資源化を推進した。

　・三島市廃棄物処理対策審議会の開催(2回)

　・ごみ減量及び分別等に関する市民意識調査及びごみ組成分析調査の実施

　・少量排出事業者制度の改正

　・ごみの減量や資源化の推進等に関する出前講座の実施(28回)

　・ごみ減量トレンディの発行(4回)

　・ごみ減量アドバイザーとの協働によるミックス古紙分別啓発活動及び

　　もったいない食器市の開催

(単位  円)

そ の 他

46,215,630 207,572 46,008,058

94,989,909

国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

666,360
10L、20L、30L、45L(2種類)をサンプ
ルとしてそれぞれ5,000枚作製

合　　　　　計 3,704,514

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債

ごみ組成分析調査委託 918,000
市内8箇所のごみ集積所から試料採取
組成42種類の質重量と見かけの容積測
定

ごみ減量トレンディ印刷 996,414 年4回発行(広報みしまと同時配布)

少量排出事業者用指定ごみ
袋(サンプル)作製

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

5,202,440

ごみ減量及び分別等に関す
る市民意識調査業務委託 921,240 20歳以上の市民2,000人を対象

三島市廃棄物処理対策
審議会委員報酬 202,500 審議会委員(15名)の報酬

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源

865,816,446 865,816,446

865,816,446
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

  02目 塵芥収集費 (単位　　円)

307,296,020円

○一般廃棄物収集運搬業務委託事業 円

(単位  円)

　・ごみ処理状況 (単位　ｔ、％)

　・資源化量の内訳 (単位　ｔ)

資源化量

○粗大ごみ戸別収集事業 円

　　清掃センターに粗大ごみを搬入する時間や手段がない方などのために、

　市内の一般家庭を対象として、自宅等に出向いて粗大ごみの戸別収集を

　行った。

　　申込件数　1,449件（うちキャンセル　37件）

　　収集件数　1,404件、収集量　109,810㎏

  03目 清掃センター管理 (単位　　円)

　　　 費

672,776,162円

資源化量 資源化率

35,000.00
3,176.15

焼却灰　2,187.93
不燃残渣　988.22

3,167.43 9.05

一般廃棄物(資源ごみ)収集容器の配布

3,167.43

ペット
ボトル

白色トレイ
発泡スチロール 古紙

木製家具
剪定枝等

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
国 ・ 県 支 出金 市 債 そ の 他

衣類等
羽毛布団

鉄 アルミ
その他
金属

不法投棄監視及び廃棄物
回収分別業務委託

4,989,600
不法投棄の未然防止、早期発見を図る
ための市内巡回監視及び発見した不法
投棄物の回収･分別作業

ごみ総量 埋立量

合　　　　　計 256,368,480

307,296,020 768,868 22,310,834 284,216,318

256,368,480

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

一般廃棄物収集運搬業務
委託

186,300,000
一般廃棄物(燃えるごみ･資源ごみ･危
険不燃物)の収集運搬

資源古紙回収業務委託 34,800,000 資源古紙の収集運搬

ペット容器配付･回収
及び収集運搬業務委託

15,979,680
ペットボトル、白色トレイ･白色発泡
スチロールの収集運搬及び収集容器の
配布

一般廃棄物収集容器配付
業務委託

14,299,200

94.24 10.39 1,063.42 352.44 227.35 257.38 102.24 118.24

6,524,460

磁選物
(千地)

カレット
リターナブル

びん 乾電池 蛍光灯 小型家電 パソコン

決　算　額
特　　定　　財　　源

一 般 財 源
そ の 他国 ・ 県 支 出金 市 債

77.95 662.78 30.03 24.11 8.82 132.27 5.77

672,776,162 142,361,643 530,414,519
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○施設管理業務委託事業 円

(単位  円)

○施設補修事業 円

　　焼却処理施設、粗大ごみ処理施設ともに運転開始後30年近くが経過

　しているため、定期的な点検･整備を行うとともに、それぞれ年2回(前･

　後期)に分けて補修を実施した。

(単位  円)

○ダイオキシン対策事業 円

(単位　円)

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

203,157,987

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要　等

ごみ焼却処理施設運転
管理業務委託

108,475,200

ごみ焼却処理施設の運転･維持管理
(電力及び灯油使用量を削減すべく
平成28年度より24時間連続運転を
実施した。)
電気使用量
  平成25年度 6,423,195kwh
→平成29年度 3,890,789kwh
灯油使用量
　平成25年度 33,700L
→平成29年度 33,250L

(平成26及び27年度は基幹的設備工
事中のため比較対象外とした。)

可燃性処理困難物解体
業務委託

5,711,040 可燃･不燃混在ごみ解体分別処理

合　　　　　計 203,121,127

施設設備等保守委託 5,577,936
大気汚染測定機器、水質測定機器
浸出水処理施設保守点検　ほか

焼却灰等外部搬出業務
委託

80,071,183
最終処分場の焼却固化灰等の場外
搬出

その他施設管理業務委託 3,285,768 水質検査、大気測定　ほか

浸出水処理施設の
処理水及び観測井戸の
ダイオキシン類測定調査
業務委託

454,680

処理水　年1回　1カ所
　法基準　：10pg-TEQ/L
　測定結果：0.000057pg-TEQ/L
観測井戸　年1回　4カ所
　環境基準：1pg-TEQ/L
　平均値　：0.124pg-TEQ/L

ごみ焼却処理施設修繕 141,787,584 機械電気設備修繕(前･後期)　ほか

粗大ごみ処理施設修繕 34,740,306 定期修繕(前･後期)　ほか

浸出水処理施設修繕

電動シャッター修繕　ほか

合　　　　　計 194,323,654

3,814,020

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

13,502,160 制御盤内機器更新修繕　ほか

その他修繕 4,293,604

194,323,654
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

(単位　円)

○一般廃棄物資源化事業 円

(単位　円)

カレット※

　(無色) 円

　(茶色) 円

　(その他) 円

円

円

※ガラス製品(ソーダ石灰ガラス)をリサイクルする際に、いったん破砕した状態の「ガラス屑」のこと。

○清掃センター誘導事業 円

　　平成28年4月1日からの生活系自己搬入ごみの有料化に伴い、計量及び

　手数料精算による清掃センター内の車両の渋滞緩和及び事故防止を図る

　ため、誘導業務を引き続き実施した。

  04目 衛生プラント管理　　　　　　　　  (単位　　円)

　     費

104,301,639円

ごみ焼却処理施設
ダイオキシン類測定調査
業務委託

3,359,340

Ａ・Ｂ系各年1回
　煙突出口排ガス
　　法基準：5ng-TEQ/m3N
　　　Ａ炉：0.280ng-TEQ/m3N
　　　Ｂ炉：0.240ng-TEQ/m3N

ごみ焼却処理施設
　清掃中：第1管理区域
　(管理濃度：2.5pg-TEQ/m3以下)

　運転中：第2管理区域
　(管理濃度：2.5pg-TEQ/m3以下)

年2回　環境基準：0.6pg-TEQ/m3
                 (年間平均値)
　清掃センター：0.0195pg-TEQ/m3
　小沢公民館　：0.0119pg-TEQ/m3
　きじ公園　　：0.0115pg-TEQ/m3
　富士見台公園：0.0140pg-TEQ/m3

17,259,335

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

資 源 化 手 数 料 826,308

75,437

145,587

147,364

ペットボトル減容機点検整備手数料

421,200

発泡スチロール減容処理機点検整備手数料

36,720

ペットボトル･トレイ等
中間処理業務委託

5,630,800 資源化量   104.63ｔ

国 ・ 県 支 出金 市 債

34,500

事　業　名 事　業　費 事　業　概　要

104,301,639 14,536,000 89,731,139

資源化量 　132.27ｔ

合　　　　　計 3,814,020

合　　　　　　計 16,388,487

6,853,680

決 算 額
特 定 財 源

一 般 財 源
そ の 他

1,322,530

廃乾電池廃蛍光管処分
委託

3,431,981 資源化量    32.93ｔ

ガラスびん選別作業業務
委託

3,201,440 資源化量   692.81ｔ

剪定枝資源化業務委託 1,975,428 資源化量　 352.44ｔ

使用済小型家電資源化
業務委託
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費　　　　　　　　　目 主　　　　な　　　　事　　　　業　　　　内　　　　容

○衛生プラント管理運営事業 円

　・し尿収集世帯､人口の状況 (単位　世帯、人)

　

 

※世帯･人口とも住民基本台帳･外国人登録(平成30年3月31日)による。

　・し尿・浄化槽汚泥処理状況　　

　

　・業務委託状況

○国・県支出金を伴う事業費補助金

　・浄化槽設置事業費補助金 円

　　生活雑排水等による公共用水域の水質汚濁防止対策として、合併処理

　　浄化槽設置事業を推進するため、設置費の一部を支援した。

　　　　交付実績 基

28,924,000

84

し尿・浄化槽汚泥 11,593 26,822 13,125 1,094 1.34 ﾘｯﾄﾙ

人

(単位　世帯、人、ｷﾛﾘｯﾄﾙ)

清 掃 区 分
収 集 区 域 収 集 量 1人1日当たり

世 帯 人 口

比 率 ( ％ )
備　　　考

世 帯 人 口 世 帯 人 口

75,345,139

清 掃 区 分
収 集 区 分

汚泥搬出処分等委託 1,845,508 衛生プラント脱水汚泥の外部処理

合　　　計 38,989,904

(単位　　円)

事　　業　　名 事業費 事　業　概　要

施設設備等保守委託 2,156,716

消防用設備等保守点検
業務委託 126,144

消防法の規定による衛生プラントの消
防用設備等保守点検

自家用電気工作物保安管理
及び清掃業務委託 300,412

衛生プラントの自家用電気工作物の保
安管理

地下タンク漏洩点検
業務委託 66,960

大気等分析業務委託 1,291,680
大気･ダイオキシン･水質･臭気につい
て、法令に定める基準に適合している
かの測定調査

汚泥焼却設備定期点検
業務委託 745,200

汚泥焼却炉、排ガス処理装置等の汚泥
焼却設備の性能を維持するための定期
点検

中央監視装置点検
業務委託 498,960

し尿･浄化槽汚泥処理を監視制御する
中央監視装置の保守点検

施設管理運営委託 33,696,000 衛生プラントの運転管理及び維持管理

世帯

浄化槽汚泥 11,363 26,401 23.3 23.9 全人口 110,505

し　尿

生　し　尿

排　出　量

419,040
電磁流量計等の工業計器の精度を確保
するための保守点検

消防法の規定による衛生プラント灯油
地下タンクの漏洩点検

工業計器保守点検
業務委託

230 421 0.5 0.4 全世帯 48,851

年 間 月 平 均
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